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緒言 

 

1 研究の背景 

わが国は 2008 年 7 月に「留学生 30 万人計画」を策定した 1。この計画とは、日本

を世界により開かれた国とし、アジア、世界の間のヒト・モノ・カネ、情報の流れを

拡大する「グローバル戦略」を展開する一環として、2020 年を目途に 30 万人の留学

生受入れを目指すものである。 

その達成のため、文部科学省は2009年にグローバル30（「国際化拠点整備事業（大

学の国際化のためのネットワーク形成推進事業）」）を立ち上げた。グローバル30

に採択された13大学は、5年間補助金を受給し、海外の学生がわが国に留学しやすい

環境を提供したり、魅力的な教育を準備したりするなど、さまざまな取り組みを行っ

た。 

北海道大学はグローバル30の後継事業として開始したスーパーグローバル等大学

事業の採択校であり、北海道における基幹大学として、また全国でも留学生受入数の

多い国立大学法人の一つとして 2、留学生数をさらに増加させることが求められてい

る。具体的には、第二期中期目標・中期計画において、2011年に1,450人 3だった留

学生数を2015年までに全学生数の10.0％の約1,800人に増加させることを掲げ 4、

2015年11月1日現在の留学生数は1,831人に達した 5。そのうち、私費留学生は約7

割の1,296人に上り、増加傾向にある。さらに、スーパーグローバル等大学事業にお

いて2023年までに4,000人の留学生を受け入れることを目指している 6。 

北海道大学では、2010年7月に設置された国際本部（現国際連携機構）を中心とし

て、英語による授業のみで学位が取得できるコースの増設や、規程などの英訳、職員

の英語力向上のための英語研修の実施など、バイリンガル・キャンパスの実現に向け

たさまざまな取り組みを推進してきた。しかし、異国の慣れない環境において必死に

適応しようとしている留学生の心身の健康、とくに精神保健に関するニーズの把握や

その対応については、大学としてこれまで十分に配慮してきているとは言い難い。と

くに精神保健は本人の勉強意欲や生活の達成感などばかりでなく、家族や周囲の人た

ちにもいろいろな点で影響を与えることが考えられるので、今後急増することが予想

される留学生の、とくに精神保健の管理については大学としてしっかりとかつ喫緊に

対応することが求められている。 

欧米先進国では、精神保健を中心に留学生受入に特化した健康問題に対処するため

にいろいろな研究が行われている 7,8。精神的な健康状態の悪化を引き起こす主な要因

としては、言語の壁や文化不適応、孤独感、大学での授業形態などの違いや経済問題

が挙げられている 9。米国での大学院留学生を対象とした研究では、留学生は学年が

進行するにつれ、カウンセリング・サービスの利用が増加していた。理由としては、
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学年が上がるにつれて当該サービスに対する認知度が上がることに加え、学位取得へ

のプレッシャーが高まることが考えられる 10。他の研究においても学習や研究が期待

通りに進まない学生ほど「うつ傾向」に陥りやすく、カウンセリング・サービスの利

用率が高まることが知られている 11。 

また、アジア出身の留学生は他の地域の出身者に比べ、カウンセリング・サービス

の利用率が低く、彼らの文化や言語の違いなどが利用率の低さに影響している可能性

があると報告されている 10。アジア出身の留学生はアジア系のカウンセラーを好む傾

向があるため 9、アジア出身の留学生の多い大学には、アジア系の精神保健の専門家

を配置することが推奨されている。さらに、留学生の文化的な側面を考慮して、留学

生が相談により行きやすい環境を提供するなど、カウンセラーと留学生のマッチング

にも十分に配慮することが重要であると指摘されている 9。 

このように、精神保健に対するアプローチ、つまりそれに対する予防や対策などは、

留学生の文化的・宗教的な背景においても大きく異なっている 9。これらの諸事情に

対して北海道大学において効果的に対応するためには、留学生が所属する研究室や教

室などの施設単位では不十分であり、保健センターと国際連携機構、および留学生の

指導教員などの三者がそれぞれの役割分担を果たしつつ、全学的に協力・連携するこ

とが必要である。 

筑波大学保健管理センターで行われた留学生（約7割が大学院生）のストレスに対

する受診動向調査 12では、修士論文や博士論文のまとめなど学業・研究が53.0％、母

国の家族の心配や友人・交際相手との問題などの人間関係が19.0％、学生寮・研究室

での習慣などの異文化ストレスが15.0％であった。このことから、留学生のストレス

は学業と研究が全体の半数を占めるものの、異文化ストレスなどの精神的な問題の他

に日本人学生と同様、大学生や青年期に特有の問題も抱えていることが明らかになっ

た。 

欧米の先行研究においても、留学生は異国におけるストレスの多い出来事に多々直

面し、他の学生と比較して「うつ」の有病率が高いことが報告されている 7,8。World 

Health Organization(WHO)によるとうつ病は、2020年までに世界の総疾病負荷の第2

の主因 13、そして2030年までには最大の主因になる 14と推定されている。よって、「う

つ」は近い将来、留学生に限らず、グローバルに大きな健康負荷になることが予想さ

れている。また留学生の経済状況も、彼らのストレス要因の一つとして重要であり、

それは留学生の「うつ傾向」を誘発する可能性が指摘されている 15,16。これについて

は第二章で幾分詳細に述べることにする。 
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2 本テーマにおける問題点  

欧米諸国では、前述したように留学生受入に特化した、とくに精神保健に関する問

題が多く取り上げられている 7,8。日本においても留学生を対象とした研究は行われて

いるが、ほとんどがストレスや適応問題に関する研究で、留学生の精神保健に関する

研究は非常に少ない 17,18。前述したグローバル30に採択された13大学においては、留

学生の教育体制、受入体制、キャリア支援の強化に努めてきたが、留学生の精神保健

に配慮した取り組みを行っている大学はわずかに3大学のみであった 19。北海道大学

においても、留学生、とくに留学生全体のそれぞれ約7割、約8割を占める私費留学

生やアジア諸国の留学生 5の精神保健に関する対応を喫緊に行う必要がある。 

 

3 本研究の目的 

以上のことから、本研究では、うつ傾向を指標として北海道大学の留学生における

精神保健の実態を明らかにし、とくに経済状況に焦点を当ててうつ傾向の関連因子に

ついて検討することとした。さらに、北海道大学の留学生のうつ傾向の関連因子が国

籍によって異なるかどうかについて検討した。 

 

4 本研究で得られた知見および知見に基づく提案 

本研究の結果、北海道大学の留学生におけるうつ傾向の有病率は全体で43.4％と推

定された。また、留学生のうつ傾向のいくつかの関連因子を明らかにし、国籍によっ

てその関連性に違いがあることを示した。 

本研究は横断調査であるため、特定された因子とうつ傾向の因果関係を明らかにす

ることはできない。しかし、うつ傾向と認められる4割の留学生に対応するために彼

らの国籍にも配慮しつつ、保健センター、国際連携機構、および留学生の指導教員の

三者が連携して、うつの予防対策に積極的に取り組んでいく必要があると考える。私

はこれらの結果を踏まえて、三者が連携強化するための一つのモデルを提案した。 

本研究を通して、私は、留学生の精神保健の管理が、留学生の健全な健康維持に大

切なだけではなく、大学での学習・研究においても極めて重要な課題であると認識し

た。本研究の成果が北海道大学で学習・研究する留学生（およびその家族）の充実し

た留学生活を支える一助となることを強く願っている。 
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略語表 

 

本文中および表中で使用した略語は以下のとおりである。 

 

AOR  Adjusted odds ratio 

BDI  Beck Depression Inventory 

CES-D  Center for Epidemiologic Studies Depression Scale 

DASS  Depression Anxiety and Stress Scale 

DSM-Ⅳ/Ⅴ Diagnostic and Statistical Manual of Mental Disorders, 4th/5th 

Edition 

GAD-7  Generalized Anxiety Disorder 7 

GHQ 30  General Health Questionnaire 30 

ICC  Intraclass correlation 

ICD-10/11 International Statistical Classification of Diseases and  

Related Health Problems 10th/11th Revision 

LEPFYA  Laser Ecological Protective Factors for Young Adults 

LESJY  Life Events Survey for Japanese Youth 

M.I.N.I. Mini International Neuropsychiatric Interview 

M.I.N.I.-PR Patient-related version of Mini International 

Neuropsychiatric Interview 

NEO-FFI  Neuroticism-Extraversion-Openness Five Factor Inventory 

OR  Odds ratio 

PHQ/PHQ-9 Patient Health Questionnaire/Patient Health Questionnaire 9 

PSQI  Pittsburgh Sleep Quality Index 

SDS  Self-rating Depression Scale 

UPI  University Personality Inventory 

WHO  World Health Organization 
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第一章 大学生におけるうつの文献レビュー 

 

1 緒言 

 本章では、うつに対する理解を深めるために、初めにうつの現状と危険因子につい

て概説する。また、日本の大学生のうつに加え、本研究の調査対象である北海道大学

の留学生の大部分を占めるアジア諸国からの留学生のうち、とくに中国、韓国の大学

生のうつについて疫学的な視点から論評する。なお、「うつ」あるいは「うつ傾向」と

いう用語を使用するが、先行研究における名称はそのまま引用した。 

 

うつの現状と危険因子 

WHOによるとうつ病は、2020年までに世界の総疾病負荷の第2の主因 13、そして2030

年までには最大の主因になる 14と推定されている。よって、うつは近い将来、留学生

に限らず、グローバルに大きな健康負荷になることが予想されている。さらにWHOは、

World Health Day 2017のスローガンとして “Depression: let’s talk”を掲げてい

る 20。このことから、うつは全世界の重大な関心事であると考えられる。 

日本でもうつを含む精神疾患患者数が近年大幅に増加している。具体的には、厚生

労働省が実施している患者調査によれば、日本の精神疾患の患者総数は2002年258.4

万人、2011年320.1万人で 21、そのうち、うつを含む気分障害患者数は2002年71.1

万人、2005年92.4万人、2008年104.1万人、2011年95.8万人（宮城県の石巻医療

圏、気仙沼医療圏、福島県を含まない）であった（表1）。 

 

表1. 精神疾患の患者数の年次推移           （単位：万人） 

年 精神疾患患者の総数 
うつを含む気分障害患者数
(F30-F39) 

2002 258.4  71.1  

2005 302.8  92.4  

2008 323.3  104.1  

2011* 320.1  95.8  

*2011年の数字は、宮城県の石巻医療圏、気仙沼医療圏および福島県を除く 
出典：厚生労働省大臣官房統計情報部「平成23年患者調査」図表2-3-521 

を一部修正 

 

日本では、うつに関する正しい知識が普及していないため、適切なうつ治療を受け

られず、発見、治療が遅れている例が多いと報告されている 22。医療者、患者、家族

などまわりでサポートにあたる人々がうつに関する正しい知識を共有し、偏見の除去



 - 7 - 

 

に努めるなど啓発活動を行うことが重要であると言われている 23。また、うつの大半

ははじめから精神科を受診せず、近くのプライマリケア医を受診する場合が他国同様

に多い。その理由は精神科の敷居が高いこととうつの初期には身体症状が出現するこ

とが多く、自ら身体の病気ではないかと判断しがちであることも関係している 23。こ

の点を少しでも解決すべく、精神科医サイドからうつの早期発見の鍵を握るプライマ

リケア医にうつの簡便な診断基準を提示するなど努力が払われている 23。 

これまでの疫学研究から、多くのうつの危険因子が特定されているが、川上 17は、

うつの危険因子として、対象者の基本属性（性別/年齢/学歴/所得）やその心理社会的

要因、および遺伝的要因を挙げている。 

うつと基本属性との関連では、うつは一般には女性に多くみられることが知られて

おり、年齢別頻度のパターンは国により異なるが、欧米では若年者に高頻度に見られ

る 17。川上 24によると、日本の成人におけるうつの12か月有病率は1.0～2.0％（欧米

1.0～8.0％）、生涯有病率は3.0～7.0％（欧米3.0～16.0％）で、若年層（日本20～

34歳、米国18～29歳）の生涯有病率は日本で8.2％25 、米国で15.4％と報告されて

いる 26。わが国における2002年度World Mental Health(WMH)調査（岡山市、長崎市

および鹿児島県の2市町の20歳以上の住民が対象）では、若年者に加えて中高年者で

もうつの頻度が高いことが報告されている 27。また、うつは一般的に社会経済的地位

の低い層（低学歴、低所得者層）に頻度が高いと言われるが 24、同調査 27では、学歴

および所得とうつとの関連は明確でなかった 24。学歴に関しては、日本では、高校卒

以下の学歴を持つ者は精神疾患や治療に関する知識が乏しく、逆に大学卒以上の学歴

を持つ者は、知識はあるものの、社会的地位や職を失ったりすることを恐れて精神保

健に関するサービスを利用しないのではないかと報告されている 27。所得に関しては、

低所得者で精神疾患のある者は貧しさゆえに本調査に参加しなかったという選択バイ

アスがあった可能性がある 27。国レベルで、経済危機と特定の精神疾患の関連を調べ

た研究は非常に少ない 28ものの、過去や現在の経済危機と精神障害との関連 29、また、

とくに経済危機とうつ病との関連 30がそれぞれ明らかになっている。 

心理社会的要因との関連において日本では、つらい被養育体験、神経症傾向などの

性格傾向、トラウマになるような出来事（虐待、暴力など）、離婚、死別、その他の喪

失体験および職業生活におけるストレスなど、最近のライフイベントがうつの危険を

増加させる一方で、ソーシャル・サポートがそのリスクを低下させると報告されてい

る 24。 

遺伝的要因との関連においては、第一親等内のうつの家族歴はうつの危険因子であ

り、一卵性双生児におけるうつ発症の一致度が高いことも観察されている 24。また、

うつを早い年齢で発症した兄弟姉妹がいる場合も、そのような兄弟姉妹を持つ人のう

つの発症危険度が増加することが報告されている 24。 
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川上によるうつの危険因子は以上の3点（つまり、対象者の基本属性、心理社会的

要因および遺伝的要因）であるが、うつの疫学的指標の国際比較などを検討する場合

には、それぞれの国の異なる社会的背景や心理社会的要因に鑑み、慎重に評価するこ

とが求めらる。とくにうつに対する対策を講じるときにはその点にも十分に配慮する

ことが肝心である。WHOなどが中心となって、国際的に比較可能なデータの収集なら

びに地域特異的な予防対策の構築などは今後より積極的に推進すべきであると考える。 

次にまず日本の大学生のうつの疫学について概説した後、本研究の調査対象である

北海道大学の留学生の大部分を占める中国と韓国の大学生のうつの疫学について論評

する。 

 

2 方法 

 大学生のうつの有病率と社会的背景に関する先行研究は、以下の方法で検索した。 

2.1 調査対象とした言語および文献 

 大学生を研究対象とした文献（日本語または英語） 

 

2.2 文献検索に用いたデータベース 

 PubMed、医中誌web、CiNiiの学術コンテンツサービス 

 

2.3 文献検索に用いたキーワード 

[留学生(international students) or大学生(university students or college 

students) or若者(youth or adolescence)] and [うつ(depression) or うつ傾向

(depressed mood) orメンタルヘルス(mental health) or CES-D] and [中国(China) or

韓国(Korea) or日本(Japan) orアジア(Asia)] 

 

3 結果～大学生のうつの有病率と社会的背景～ 

3.1 日本 

日本の大学生を対象としたうつに関する研究（表2）は、一般の人を対象としたう

つの研究より少ないものの、中国、韓国の大学生を対象とした研究より件数が多かっ

た。そこで、これらの研究のうち、北海道内や東京などで実施された研究の一部を以

下に概説する。 

 北海道の医療系大学の新入生443人に対するCenter for Epidemiologic Studies 

Depression Scale(CES-D)を用いた2013年の調査では 31、CES-Dカットオフ値16点以

上の者は281人(総数63.4％:男性57.2％、女性67.1％)と女性の方が男性より高かっ

た。うつ傾向は、睡眠の質が悪いこと、あまり健康ではないこと、学習状況における

ストレスが多いことと関連のある可能性が示唆された。札幌市内の9大学など(専門学
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校、短大、大学を含む)に在籍する802人の学生を対象に2007年に実施された調査 32

は、本調査のために研究チームが作った2つのスケール【Laser Ecological Protective 

Factors for Young Adults (LEPFYA)およびLife Events Survey for Japanese Youth 

(LESJY)】を用いて行われた 32。その結果、15％が大抵あるいはいつも、69％が時々気

分の落ち込みを感じていた。また、10％が大抵あるいはいつも、50％が時々自殺念慮

を抱いていた。さらに精神疾患以外の病歴、体罰の経験、親の兄弟姉妹に対する不公

平な愛情、母親のうつ治療歴、およびいじめを受けた経験とうつ傾向が有意に関連し

ていた。また、うつ傾向は物事にこだわらない性格の人に少ない傾向にあった。男性

ではうつ傾向が体罰の経験と正の関連、父が不在であると答えた者と負の関連が認め

られた。 

入学時にNeuroticism-Extraversion-Openness Five Factor Inventory(NEO-FFI)33

に回答した東京大学の新入生8,287人（2002～2004年度入学）を対象に分析を行った

結果 34、2002年から2004年の間に、3.3％（271人）が、保健センターの精神科を訪

れ、そのうち74.9％（203人：全体の2.4％）が精神疾患と診断された。NEO-FFIの神

経症傾向が高く、外向性が低く、開放性が高いこと、文学・哲学・心理学を専攻して

おり、家族と同居していないことが精神保健に関するサービスのニーズや、過去の精

神科外来などの受診歴と関連があることが明らかになった。 

大学生精神的健康調査票(University Personality Inventory:UPI)を使用して北海

道の1大学の大学生859人を対象に実施された調査 35（2011年）では、精神的健康度

は概ね良好であることが明らかになった。他方で、精神的健康の問題が疑われる学生

は全体の9％であった。性別では、男性は一般的に女性より精神的健康状態が良い傾

向が見られた。 

東京都内の１大学の大学生（学部1年生と3年生）8,811人を対象に精神疾患簡易

構造化面接（Mini International Neuropsychiatric Interview：M.I.N.I)）を用いて

行われた別の研究（2011年）36では、大うつ病性障害の時点有病率は全体3.4％で、3

年生4.6％、1年生2.0％、また12か月有病率は全体8.9％、3年生10.6％、1年生7.1％

で、3年生がいずれも有意に高い結果となった。社会恐怖の時点有病率は全体1.0％、

男性1.2％、女性0.5％で、男性が有意に高かった。12か月有病率は全体1.3％で性差

は見られなかった。さらに、調査時点で大うつ病性障害に該当する症状を有していた

学生の3分の1が社会恐怖を有しており、非常に高い合併率を示した（表2）。 

以上を要約すると、日本の大学生のうつの背景として、睡眠の質や健康状態、学習

におけるストレスなどがうつを引き起こす特徴的要因になっていると考えられる。 
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表 2. 日本における大学生を対象としたうつの有病率などに関する先行研究一覧 

 

著者/発行年 研究手法
対象者(男女・年齢(平均±標
準偏差(年齢の幅)))

うつ尺度

峯岸, 上原

他.201331
横断研究

北海道の医療系大学の学生443
人（男性166人,女性277人;新
入生）

Center for Epidemiologic Studies
Depression Scale (CES-D)

Laser, J.,
Luster T. et

al .200732
横断研究

札幌市内の9大学等（専門学
校、短大、大学を含む）に在
籍する802人の学生（男性461
人,女性341人;18-22歳のうち
18-20歳が90.6％）

Laser Ecological Protective
Factors for Young Adults (LEPFYA)
およびLife Events Survey for
Japanese Youth (LESJY)

Kawase, E.,
Hashimoto, K.

et al . 200834
横断研究

NEO-FFIに回答した東京大学の
新入生8,287人（2002～2004年
度入学;男性6,613人,女性
1,674人;18.5±1.2歳）

Neuroticism-Extraversion-Openness
Five Factor Inventory (NEO-FFI)

前垣 & 滋

野.201135
横断研究

北海道の1大学の大学生859人
(男性312人,女性547人;18-22
歳）

大学生精神的健康調査票
（University Personality
Inventory：UPI)

西村, 田中

他.201136
横断研究

東京都内の１大学の大学生
（学部1年生と3年生）のう
ち、学生健康診断の受診者で
メンタルヘルス問診票を提出
した8,811人（男性5,718人,女
性3,093人;19.5歳）

精神疾患簡易構造化面接（Mini
International Neuropsychiatric
Interview：M.I.N.I.)

・うつ傾向：対象者の15.0％が大抵/いつも、69.0％が時々気分の落ち込み
　を感じていた。
・10.0％が大抵/いつも、50.0％が時々自殺念慮をいだいていた。

・危険因子及び保護的因子との関連：男女とも5つの因子(精神疾患以外の
　病歴/体罰を受けた経験/親の兄弟姉妹に対する不公平な愛情/母親のうつ
　治療歴/いじめを受けた経験)が関連あり。

・男性は体罰の経験がうつ傾向と関連

・対象者のうち、271人（3.3％）は保健センターの精神科受診。そのうち
　203人（全体の2.4％、受診者の74.9％）は精神疾患と診断

・神経症傾向が高く、外向性が低く、開放性が高く、文学・哲学・心理学専
　攻、家族と同居していないこと：精神的なケアや治療の必要性、過去の精
　神科外来等の受診歴と関連あり。

・UPI得点の平均値：13.72点→精神的健康度は概ね良好
・UPI得点30点以上（精神的健康の問題が疑われる）は全体の9.0％

・（性別の特徴）
  UPI得点：女性>男性　男性が女性より精神的健康状態が良い。

・大うつ病性障害の時点有病率：全体3.4％、3年生4.6％、1年生2.0％
・12か月有病率：全体8.9％、3年生10.6％、1年生7.1％

・社会恐怖の時点有病率：全体1.0％、男性1.2％、女性0.5％
・12か月有病率：全体1.3％。性差なし。

・調査時点に大うつ病性障害に該当する症状を有していた学生の3分の1が社
　会恐怖を有していた（高い合併率）。

結果の概要

・CES-D16点以上（うつ傾向あり）63.4％(男性57.2％、女性67.1％)

・うつ傾向との関連因子：睡眠の質が悪い。あまり健康ではない。学習状況
　におけるストレスが多い。
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3.2 中国 

中国の大学生におけるうつの有病率を俯瞰する（表3）と、2007年に中国の哈爾濱

市の14大学に所属する大学生5,245人を対象にBeck Depression Inventory(BDI)お

よびDiagnostic and Statistical Manual of Mental Disorders, 4th Edition (DSM-

Ⅳ:米国精神医学会精神疾患の診断・統計マニュアル）に基づく構造化面接を行った研

究対象者のうち、40.1％(2,103人)がボーダーライン(BDIスコア5-13点)の臨床的抑

うつであった 37。BDIスコア14点以上のうつ傾向である者は11.7％(617人)であった。

このうち参加を拒否した者を除いた477人にDSM-Ⅳに基づく構造化面接を実施した結

果、4.0％（19人）に大うつ病性障害の症状が認められた。また基本属性との関係で

は、年齢が高く、自分の専攻に満足しておらず、家族の収入が低く、両親との関係が

悪く、母親の教育レベルが低いこととうつ傾向が関連していることが示された 37。 

また、香港の大学1年生7,915人を対象に2003年に実施した調査 38では、42項目

のDepression Anxiety and Stress Scale(DASS)で中等度以上のスコアを示した者は、

うつ傾向で20.9％(1,657人)、不安感で41.2％(3,262人)、ストレス度で26.6％(2,101

人)であった。また、女性は男性と比較して、ストレスと不安感で高いスコアを、逆に

うつ傾向で低いスコアを示した。 

さらに、北京961人と香港716人の大学生1,677人を対象に2006年にうつの2週

間有病率を調べたところ、北京ではCES-D 16点以上の者が24.6％、このうち25点以

上の者が8.9％(86人)、一方香港では、16点以上の者が43.9％(314人)で、このうち

25点以上の者が17.6％(126人)で、香港が有意に高かった 39。香港と中国本土(北京)

は社会的・文化的な要因において非常に異なっていると考えられるものの、両地域に

おいて神経症の有病率が高く、間違いを気にする性質、自分の能力を疑う性質、自尊

心が低い傾向、および社会の秩序を重視しない傾向にある者がうつ傾向と関連してい

た 39。 

米国に留学中の中国・香港・インド・韓国・台湾からの大学生を対象として2007

年に行った研究では、対象者のCES-D平均値は12.86点であり、30％の学生がカット

オフ値16点以上でうつ傾向を示していた 40。 

以上、中国の大学生のうつの有病率などについて文献レビューを行ったが、中国の

大学生のうつの背景として、中国の近年の急速な経済発展、農村と都市の間の社会・

経済・教育格差をもたらす原因となっている独特の戸籍システムと共産党単一支配に

よる政治的な影響などが精神疾患を引き起こす特徴的要因となっていると考えられる。

先行研究では、中国本土の近年の急速な経済発展は、思春期の若者の精神疾患に何ら

かの影響を与えているとの報告があるが 41、精神保健サービスのニーズと実際の利用

状況、およびその関連要因に関する知見は少ない 42。また、自殺は、世界の思春期の

若者の3大死因の1つであり 43、中国全体では15歳から34歳の死亡の19％を占め、
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死因の第１位である 44。2010年に中国全土の10大学の学生を対象に行った調査では、

過去1年間に自殺念慮を抱いた者は19.3％であると報告されている 45。さらに、農村

戸籍の若者はうつ傾向が有意に高いという報告がある 46。中国本土には、「戸口登記管

理制度」という独特の戸籍のシステムがあり、先祖から継承された居住許可により、

農村戸籍と都市戸籍に広く分類されている。農村に住む子供にとって、大学生になり

都市に居住することが農村戸籍から都市戸籍に移行する唯一の手段である 47。「戸口登

記管理制度」というシステムは現在でも、農村と都市の間の社会・経済・教育格差を

もたらす原因となっている 48。農村戸籍から都市戸籍に移行した学生ははじめから都

市戸籍である学生に比べて、うつ傾向および自殺念慮が有意に高いことが報告されて

いる 47。これには、戸籍に関する社会的な差別や偏見などが関連している可能性があ

る。 
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表 3. 中国における大学生を対象としたうつの有病率などに関する先行研究一覧 

 

  

著者/発行年 研究手法
対象者(男女・年齢(平均±標
準偏差(年齢の幅)))

うつ尺度 結果の概要

Chen, L., Wang,

L. et al .201337
横断研究

哈爾濱市の大学生5,245人(男性
2,564人,女性2,681人;21.3±2.2
歳（16-35歳)）

Beck Depression Inventory(BDI)
and Structured Clinical
Interview(SCID) for the
Diagnostic and Statistical Manual
of Mental Health Disorders-Fourth
Edition(DSM-Ⅳ)

・BDI 14点以上：617人(11.7％)のうち、SCID面接参加者477人(77.3％)。その
　うち、19人(4.0％)が大うつ病性障害と診断

・うつ傾向との関連因子：年齢が高い。自分の専攻に満足していない。家族の収
　入が低い。両親との関係が悪い。母親の教育レベルが低い。

Wong J.G.W.S.,
Cheung,
E.P.T.et

al .200638

横断研究
香港の10大学等に在籍する1年生
7,915人（男性2,952人,女性
4,963人;18-24歳)

42-item Depression Anxiety Stress
Scales(DASS)

・中等度以上のスコアを示した者：うつ傾向20.9％、不安感41.2％、ストレス
　度26.6％

・（性別の特徴）
　ストレスと不安感：女性>男性、うつ傾向：男性>女性

Song, Y., Huang,

Y. et al .200839
横断研究

北京と香港の大学1年生1,677人
（北京961人（男性525人,女性
436人;18.2±1.5歳)、香港716人
（男性335人,女性381人;19.3±
2.0歳)

Center for Epidemiologic Studies
Depression Scale
(CES-D)

・CES-D16点以上：北京24.6％(男性26.8％,女性22.1％)、香港43.9％
　（男性36.1％,女性50.7％）
　上記のうち、CES-D25点以上：北京8.9％(男性9.5％,女性8.3％)、香港17.6％
  （男性13.4％,女性21.3％）

・（性別の特徴）
　香港：うつ傾向に男女差あり。CES-D16点以上：女性>男性（1.4倍）

・うつ傾向との関連因子：神経症の有病率が高い。間違いを気にする。自分の
　能力を疑う。自尊心が低い。社会の秩序を重視しない。

Wei, M., Ku, T-

Y. et al .200840
横断研究

米国に留学している中国・香
港、インド、韓国、台湾の大学
生354人（男性207人、女性147
人：平均年齢26.6歳）

Center for Epidemiologic Studies
Depression Scale
(CES-D)

・CES-D16点以上：106人(30.0％)　CES-D平均値：12.86点
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3.3 韓国 

韓国全土の41の医科大学の学生7,357人を対象に2006年から2007年に

Patient-related version of Mini International Neuropsychiatric Interview 

(M.I.N.I.-PR)を用いて行った研究 49では、対象者の大うつ病性障害の有病率は、時点

有病率2.9％（男性2.6％、女性3.6％）、12か月有病率6.5％（男性5.5％、女性8.3％）、

生涯有病率10.3％（男性9.0％、女性12.7％）で、いずれにおいても女性に高い傾向

が認められた。そして低学年であること、入学試験を経ないで入学したこと、下宿ま

たはアパートで独り暮らししていること、経済的に困難であることなどがうつの危険

因子であることが明らかになった（表4）。 

また、米国の3大学に在籍する114人の韓国からの留学生を対象に2011年に行っ

た研究 9では、CES-Dの平均値が16.98点で45.0％の学生が少なくとも軽度のうつを

患っていることが明らかになった（表4）。 

韓国の大学生のうつの背景として、儒教の教えに基づく韓国の家族の構造とその一

部崩壊 50、経済危機の影響 51や高度に発達したインターネット社会の影響 52などが精

神疾患を引き起こす特徴的要因になっていると考えられる。具体的には、韓国人の社

会的行動や倫理、道徳の規範を主として形作っているのは儒教であるが 53、急速な産

業の発展により、その傾向は最近弱まりつつあるという指摘もある 50。 

また、韓国社会の長寿化に伴い、韓国政府は1980年に年金や施設での介護などの

内容を含む高齢者の福祉に関する法律を新たに制定した。しかしながら、高齢の親に

対する家族の支援が弱まっている中で、政府が提供する給付金や社会的な安全ネット

ワークは不十分であった 54。 

加えて、韓国経済は、1998年第一四半期には成長率はマイナスに転じた。経済危機

の前は、安定した失業率(3.0％)を維持していたが、1999年第一四半期には失業率は

8.4％に達した 51。失業率の増加は、相対的貧困、社会の中での孤立、自尊心の低下、

健康的な習慣の減少につながり、個人の健康をそこなう原因となる 51。失業者は就業

者と比較して、心理的な苦痛や不安、うつ傾向を訴え、精神疾患を発症する者の割合

が高くなることが報告されている 55。韓国でもアジア経済危機が続いていた2000年に

行った調査の結果とそれ以前（1994年）を比較したCES-Dを用いた研究では、2000

年のうつの有病率は1994年の1.5倍であった（1994年25.3％、2000年38.3％）こと

が報告されており 56、大うつ病性障害の生涯有病率は2012年に6.7％（男性4.8％、

女性9.1％）で、過去10年間で年間0.2％増加している 57。コンピューターとインタ

ーネットは、青少年の生活に大きな影響を与える 52。精神の興奮や睡眠不足、長時間

食事をとらない、運動不足など青少年のインターネット中毒は、身体的な問題ととも

にうつ病や孤独、自尊心の低さ、不安などの精神的な問題などを誘引し 52、これらは

青少年の自殺念慮の危険因子であることが報告されている 58。
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表 4． 韓国における大学生を対象としたうつの有病率などに関する先行研究一覧 

著者/発行年 研究手法
対象者(男女・年齢(平均±標準
偏差(年齢の幅)))

うつ尺度 結果の概要

Roh, M-S., Jeon,
H.J. et

al .201049
横断研究

韓国の41の医科大学の学生7,357人
（男性4,569人,女性2,788人;18-26
歳）

Patient-rated version of Mini
International Neuropsychiatric
Interview(M.I.N.I.-PR)

・大うつ病性障害
　時点有病率2.9％（男性2.6％,女性3.6％）、12か月有病率6.5％
　（男性5.5％,女性8.3％）
　生涯有病率10.3％（男性9.0％,女性12.7％）

・12か月有病率の関連因子：女性。低学年。入学試験を経ないで入学。下宿ま
　たはアパートでひとり暮らし。経済的に困難。

Lee, E-J., Chan,

F. et al .20139
横断研究

米国に留学している韓国の大学生
114人（男性46人、女性68人：平均
年齢27.3歳）

Center for Epidemiologic Studies
Depression Scale
(CES-D)

・CES-D16点以上：51人(45.0％)　CES-D平均値：16.98点
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4 小括 

本章では限られたデータを用いて日本の大学生の他に、本研究の調査対象である北

海道大学の留学生の大部分を占める中国と韓国の大学生のうつについて疫学的な視点

から論評を行った。 

年次や対象、測定尺度などが各調査で異なるため上記3国の大学生のデータを単純

に比較することはできないが、このうち、大学生を対象とし、うつ尺度としてCES-D

を用いたデータのみの比較を試みると、日本の大学生のうつ傾向の有病率は63.4％、

中国本土の大学生のうつ傾向の有病率は24.6％、米国に留学している韓国からの留学

生のうつ傾向の有病率は45.0％であった。また、うつを引き起こす特徴的な要因は、

それぞれの国において異なっていることが浮き彫りになった。 

このように大学生のうつ傾向は、それぞれ特徴的な社会的・疫学的背景と密接に関

係していることが示唆される。いずれにしても、現在、これらの3国において比較可

能なデータは少ない。3国の今後の政治・社会・文化・教育などの交流、ならびに北

海道大学の中期目標に掲げられている留学生の増加に照らして、かつ彼らの研究・教

育の整備および健康管理の観点からも、うつを含む精神疾患に関する3国共同研究の

必要性は高い。 

 次章以降においては、うつ傾向を指標として北海道大学の留学生における精神保健

の実態を明らかにし、彼らのうつ傾向の関連因子について詳細に検討したい。 
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第二章 北海道大学の留学生におけるうつ傾向に関する疫学調査 

 

1 緒言 

 ユネスコ（国際連合教育科学文化機関）によると、留学生とは勉学という唯一の目

的のために、自国を出て他の国に移動した者を指す 59。留学生の数は世界的に増大し

ており、2000年の201万人から2010年に2倍強の410万人となった 60。 

留学生は受入国の教育システムや社会の環境への適応に加え、その文化全体への適

応を求められるため、さらに余分のストレスが加わってくる。それらのストレスは、

言葉の壁や学業の問題、経済的問題、対人関係の問題、個人の心の内部にも問題を惹

き起こすことが知られている 61。留学生は、それらの様々なストレスに対応しようと

継続的な努力を続けるうちに、現地の学生と比較して、いろいろなより高い心理的リ

スクを抱え込むようになる 61。中でも「うつ」は留学生が最も多く訴える精神的な健

康問題の一つである 62。欧米の先行研究において、留学生は他の学生と比較して、「う

つ」の有病率が高いことが報告されている 7,8。数々のストレス要因の中でも、留学生

の経済状況は、重要なストレス要因の一つで、経済状況が留学生の「うつ傾向」を誘

発する可能性が指摘されている 15,16。 

  

1.1 留学生の経済状況とうつ傾向 

北海道大学の全留学生数は2005年から2016年までの11年間に約2.3倍に増加し

た 3,5,63-72（表5）。この期間に国費留学生数は大きく変動していないが、私費の留学生

数が増加した。このため、国費留学生の全留学生に占める割合は、2005年の38.2％か

ら2016年の19.9％に減少した。また、私費留学生の相対的な割合が増加し、2016年

の全留学生数の75.8％を占め、絶対数としては約2.9倍増加した。私費留学生数が全

体の7割以上に達しているのは、全国の留学生の多い主要国立大学でも見られる傾向

である 73-79が、その現状を認識し、学費や生活費、それに関連した諸問題に効果的に

対応する環境を構築することが北海道大学においても喫緊の課題である。 

北海道大学で2008 年に行った調査の結果によると、1か月の生活費が11 万円未満

である割合は、国費留学生35.1％、外国政府奨学金留学生59.3％、および私費留学生

81.3％80 で、私費留学生の生活費は他の奨学金受給者と比較して、少ないことが推測

される。北海道大学では前述の通り、この私費留学生が留学生全体の約70％を占めて

いる。また、私費留学生は、他の奨学金受給者に比べて、うつ傾向およびSelf-rating 

Depression Scale(SDS)得点が有意に高いとの報告があり、経済的状況が留学生の精神

的健康に影響を与えていることが示唆されている 81。
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表5. 北海道大学における経費別留学生数の年次推移、2005-2016年 

年次 総数 
国費１） 

n(％) 

外国政府派遣 2) 

n(％) 

私費 3) 

n(％) 

2005 840  321 (38.2)   9 ( 1.1) 510 (60.7) 

2006 852  307 (36.0)  10 ( 1.2) 535 (62.8) 

2007 889  304 (34.2)  13 ( 1.5) 572 (64.3) 

2008 1002  313 (31.2)  37 ( 3.7) 652 (65.1) 

2009 1193  343 (28.8)  90 ( 7.5) 760 (63.7) 

2010 1412  341 (24.1) 159 (11.3) 912 (64.6) 

2011 1450  310 (21.4) 197 (13.6) 943 (65.0) 

2012 1493  292 (19.6) 208 (13.9) 993 (66.5) 

2013 1539  304 (19.8) 182 (11.8) 1053 (68.4) 

2014 1702  372 (21.9) 136 ( 8.0) 1194 (70.2) 

2015 1831  397 (21.7) 138 ( 7.5) 1296 (70.8) 

2016 1949  387 (19.9)  84 ( 4.3) 1478 (75.8) 

*各年11月1日の留学生数 3,5,63-72、1)日本国政府奨学金、2)外国政府奨学金、3)短期就業・
貯蓄・家族からの支援（民間奨学金含む） 

さらに、東京大学と京都大学に在籍している留学生を対象として 1990 年代に国民

健康保険に加入していることを条件に申請が可能であった医療費補助制度への申請デ

ータから医療機関への受診状況を分析した研究 82-84では、どちらの大学でも国費留学

生に比べて私費留学生は医療機関への受診率が有意に低かった。一方、申請した留学

生の医療機関への年間平均医療費、および一回ごとの診療費平均はいずれも国費留学

生より私費留学生が高い傾向を示した。この逆相関傾向について大東 83は、主として

経済的な理由から、私費留学生は受診を相対的に抑制し、症状がかなり重くなってか

らやむを得ず受診するため医療費も高くなったのではないかと推測している。 

留学生ではないが、現地の大学生を対象とした先行研究においても、いくつかの関

連因子と共に現地の大学生のうつ傾向と経済状況が関連していることが示唆された。

具体的には、前述の2007年に哈爾濱市の14大学に所属する大学生5,245人を対象と

した研究 37と、韓国全土の41の医科大学の学生7,357人を対象に2006年から2007

年にM.I.N.I.-PRを用いて行った研究 49において、それぞれ家族の収入、経済的困難

がうつの関連因子として報告されている。なお、うつの分類には、前記の米国精神医

学会の分類 85の他にWHOの国際疾患分類 85が国際的に多用されている。 
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1.2 留学生の国籍とうつ傾向 

米国における調査によると、アジア圏からの留学生は欧州からの留学生に比べ、米

国の文化に適応するのが難しいとされている 86-88。さらに、米国のイエール大学に在

籍する中国の留学生130人を対象に行った研究 7では、その45.5％がPatient Health 

Questionnaire 9(PHQ-9)のカットオフ値5点以上のうつ傾向を、29％がGeneralized 

Anxiety Disorder 7(GAD-7)のカットオフ値5点以上の不安傾向を示した。 

 

表6. 北海道大学における国籍別留学生数の年次推移、2005-2016年 

年次 総数 
中国 

n(％) 

韓国 

n(％) 

その他アジア諸国 

n(％) 

その他 

n(％) 

2005 840  309 (36.8) 120 (14.3) 238 (28.3) 173 (20.6) 

2006 852  325 (38.1) 123 (14.4) 229 (26.9) 175 (20.5) 

2007 889  348 (39.1) 126 (14.2) 243 (27.3) 172 (19.3) 

2008 1002  428 (42.7) 142 (14.2) 256 (25.5) 176 (17.6) 

2009 1193  572 (47.9) 146 (12.3) 278 (23.3) 197 (16.5) 

2010 1412  764 (54.1) 162 (11.4) 303 (21.5) 183 (13.0) 

2011 1450  829 (57.2) 154 (10.6) 290 (20.0) 177 (12.2) 

2012 1493  859 (57.5) 160 (10.7) 277 (18.6) 197 (13.2) 

2013 1539  844 (54.8) 171 (11.1) 323 (21.0) 201 (13.1) 

2014 1702  912 (53.6) 150 ( 8.8) 398 (23.4) 242 (14.2) 

2015 1831  962 (52.5) 146 ( 8.0) 434 (23.7) 289 (15.8) 

2016 1949  1048 (53.8) 162 ( 8.3) 440 (22.6) 299 (15.3) 

*各年11月1日の留学生数 3,5,63-72 

 

北海道大学においては、韓国の留学生数は2005年から2016年の間に大きく変動し

ていないが、中国とその他アジア諸国、およびアジア諸国以外の留学生が増加してい

る。このため、韓国の留学生の全留学生に占める割合は2005年の14.3％から2016年

の8.3％に減少し、逆に、中国の留学生の割合は2005年の36.8％から2012年の57.5％

まで増加した。しかし、2013年以降はわずかに減少している。また、その他アジア諸

国とアジア諸国以外の留学生の相対的な割合は増加していないが、絶対数としてはこ

の11年間でそれぞれ約1.8倍と約1.7倍増加した 3,5,63-72（表6）。さらに、アジア諸

国からの留学生は2016年の全留学生の84.7％を占めており、この傾向は今後継続す

ると推察される。2008年以降、中国人留学生などを含む全留学生数が増加した背景に

は、北海道大学北京オフィスの中国各地での広報活動に加え、北海道大学が諸外国で

開催された留学フェアにおいて、北海道大学を広く紹介したためと考えられる 89。北
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海道大学の留学生は今後も増加することが予想されることから、これらの留学生が欧

米の大学で観察されているものと同様の問題を抱えているか否か、また本学留学生の

大半を占めるアジア諸国からの留学生に特有の問題点があるのかを明らかにし、それ

らに効果的に対応する環境を整えなければならない。 

 

2 本研究の目的 

第一章では、中国、韓国、日本の3国における大学生のうつの有病率とその社会的

背景について概説したが、留学生は、現地の大学生が通常抱える問題の他に、受入国

の文化への適応問題にも対処しなければならない。その対応に当たっては、前述した

留学生の出身国特有の政治・経済・文化的背景にも特別な配慮が求められる。 

留学生受入に長い歴史を持つ西欧諸国では、留学生受入に特化した問題に対応する

ためにさまざまな研究を行っており、なかでも精神保健に関する問題を多く取り上げ

ている 7,8。日本においても留学生を対象とした研究は行われているが、ほとんどがス

トレスや適応問題に関する研究であり、留学生の精神保健に関する研究は非常に少な

い 17,18。また、北海道大学では、「スーパーグローバル等大学事業」に則り、2023年

までに留学生数を4,000人に増加させる計画であるが、とくに増加しつつあるアジア

諸国を中心とした私費留学生の精神保健に関する対応を喫緊に行う必要がある。 

よって、本研究では、うつ傾向を指標として北海道大学の留学生における精神保健

の実態を明らかにし、とくに経済状況に焦点を当ててうつ傾向の関連因子について検

討することとした。さらに、うつ傾向の関連因子が国籍によって異なるかどうかにつ

いて検討し、全留学生の分析結果と併せて考察することとした。 

 

3 方法 

3.1 調査対象者および研究デザイン 

2007年5月1日現在在籍（休学・一時帰国者などを除く）の北海道大学留学生726

人（全学生数の4％）を対象に横断調査を行った。 

 

3.2 調査の実施主体 

 本調査は、北海道大学大学院医学研究科（現医学研究院）国際保健医学分野（現医

療政策評価学教室）および北海道大学留学生センター（現国際教育研究センター）の

共同で実施した。 

 

3.3 調査期間 

2007年10月から11月 
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3.4 調査方法および使用言語 

留学生の所属学部を介して、全ての留学生（個別封筒に氏名を記入）に学内便で自

記式質問票（和英表記）を送付し、その回収も所属する学部を通じて行った。回答は

無記名であった。回答のない学生の追跡を容易にするため、識別用コードを付した返

信用封筒を同封したが、封筒上の個人情報は調査票回収後直ちに分離し、匿名性の確

保に努めた。 

 

3.5 調査項目 

質問票の調査項目は74項目で、事前にアジア圏、ヨーロッパ圏、米国、アフリカ

圏の留学生34人に対してプレテストを行った。プレテスト時の回答所要時間は約20

分であった。 

各調査項目は以下のとおりで、回答方法は、2 項・多項選択法、4 段階尺度を用い

た。 

 

基本属性：性別、年齢、国籍、婚姻状況、居住形態（一人暮らし、家族と同居など）、

子供の有無 

 

経済状況：対象者を経済状況により、「奨学金あり群（日本国政府奨学金または外国政

府奨学金または日本の民間奨学金の受給者）」と「奨学金なし群（前述の奨学金を受給

していない者）」の2群に分類した。 

経済状況は本来であれば、収入額に基づいて分類することが望ましいが、収入額は

個人情報として回答を拒む学生が多いと予想し、本研究では、収入額の代替として奨

学金受給の有無を用いた。その背景には、私費留学生と奨学金受給留学生の1か月の

生活費に差があったこと 80と、また前者は後者に比べてうつ傾向を示す割合が有意に

多く 81、前者は主として経済的な理由から医療機関への受診を相対的に抑制している

こと 82-84から、両者の間には経済的な格差が生じていると推測されたことがある。 

 

教育背景：在籍コース（博士、修士、学部など）、所属（理系/医系、文系） 

 

日本への適応度：日本在住年数、日本語能力。日本での在住年数が長いこと、日本語

能力が高いことを日本への適応力の指標とみなした。 

 

日本語能力：日本語能力は、日常生活を営むのに十分な言語能力（話す・書く・読む・

聞く）の4つの技能を優(4点)、良(3点)、可(2点)、不可(1点)の4段階で自己評価

した結果を用いた。日本語能力高群は4つの項目の平均点が3点以上である者、低群
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はそれ以外の者と定義した。 

 

生活習慣：1日の睡眠時間、睡眠の質、朝食、運動、飲酒、喫煙の有無 

 

住環境：現在の住居のタイプ、住居から大学までの距離、住居の快適さなど 

 

その他：北海道大学保健センターの利用状況、保険の知識、留学生のニーズ、緊急事

態に陥った場合の問題点 

 

うつ傾向：CES-D は米国国立精神保健研究所において抑うつの疫学研究のために開発

され 90、思春期や青年期 91,92を含む一般成人 93,94のうつ病のスクリーニング用として広

く適用されている。本研究では、英語版 90および日本語版 95を用い、スクリーニング

のカットオフ値を開発者の Radloff90および日本語版開発者の島 95が推奨している 16

点とし、16点以上を「うつ傾向あり」とした。 

CES-Dの質問項目は20項目から成り、抑うつに関連した症状で構成され、主な構成

要素は抑うつ気分、罪責感、無価値感、無力感、絶望感、精神運動性の減退、食欲不

振、不眠である。他のうつ尺度と異なり、「自殺願望」「性欲」に関する項目を含まな

いため若い回答者の心理的な抵抗が少ないと考えられる。回答形式は4件法で、点数

は0～3点で割り付けられ（「ほとんどもしくは全く感じなかった(0点)」から「ほぼ

いつも、もしくはつねに感じていた（3点）」まで）、得点範囲は0～60点で高得点ほ

どうつ傾向が高い。実施時間は10～15分程度である。 

CES-Dを含む他のうつ尺度について表7にまとめた。 
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表 7．うつ尺度比較表 

 

名称 対象者等 質問項目 回答形式 得点範囲 実施時間 カットオフ値等 特徴

29/30点（精
神的問題の疑
いあり）

大学生のために作成さ
れたスクリーニングテ
スト。全国の大学で活
用されている。

University Personality
Inventory (UPI)

大学新入生
60項目：うちうつ
傾向は20項目

2件法(○1点、×0
点）

0～60点

質問項目が
多いため回
答に時間を
要し、回答
が曖昧にな
る可能性有

13/14点

複数回答が許されてい
るので、評価の目的に
より採点方法を変更可
能

Mini-International
Neuropsychiatric
Interview (M.I.N.I.)

一般人口お
よび臨床：
成人および
青年（小
児・思春期
はM.I.N.I.-
KIDを使用）

9項目：DSM-Ⅳによ
る大うつ病性障害
を診断するための
基準となる質問

約15分 5/6点

本来構造化面接に基づ
く精神疾患診断用ツー
ルだが、自己診断にも
用いられる。

Beck Depression Scale
(BDI)

一般人口：
成人および
青年

21項目：「自殺願
望」「性欲」に関
する項目を含む。

4件法。選択肢毎に
直接症状が記載さ
れている。複数回
答可

0～63点：高
得点ほどう
つ重症度が
高い。

選択肢が複
雑なため回
答に時間を
要する。

Center for Epidemiologic
Studies Depression Scale
(CES-D)

一般人口：
成人および
青年

20項目：「自殺願
望」「性欲」に関
する項目を含まな
い。

4件法（「ほとんど
もしくは全く感じ
なかった(0点)から
「ほぼいつも、も
しくはつねに感じ
ていた(3点)」ま
で）

0～60点：高
得点ほどう
つ傾向が高
い。

10～15分 15/16点

質問項目が適量で回答
が簡単(簡便）。質問項
目に回答者の心理的な
抵抗を引き起こす項目
を含まない。
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3.6 分析方法 

3.6.1 留学生のうつ傾向とその関連因子-経済状況に着目して 

対象者の基本属性ならびに以下のすべての因子（日本在住年数・日本語能力による

日本への適応度、生活習慣、住環境に関する因子）が対象者の経済状況によって異な

るかどうかを検討するため、χ2検定を行った。うつ傾向と経済状況を含む他の因子と

の関連性について、χ2検定および多変量ロジスティック回帰分析を用いて検討した。 

 

3.6.2 留学生のうつ傾向関連因子の国籍別検討 

上述した対象者の基本属性ならびにその他の因子のうち、χ2検定による単変量分析

でうつ傾向と関連の認められた因子および先行研究から関連があると考えられる因子

と、それぞれの因子と国籍を掛け合わせた2次の交互作用項を加えて、多変量ロジス

ティック回帰分析を行った。最終モデルには、有意差のあった交互作用項のみを残し

た。交互作用項を用いた多変量分析で、うつ傾向が留学生の特定の国籍と関連がある

ことが明らかになったため、うつ傾向関連因子への国籍の影響を詳細に検討するため、

混合効果モデルを用いた分析を行った。まず、うつ傾向のCES-D得点を用いて国籍の

級内相関(Intraclass correlation, ICC)を算出した。χ2検定による単変量分析でう

つ傾向と関連の認められた因子および先行研究から関連があると考えられる因子を説

明変数、うつ傾向の有無を被説明変数、国籍（1国1 ID）を集団レベル（ランダム変

数）として、二項分布とロジットリンク関数を指定した一般化線形混合モデルを用い

て分析を行った。最終モデルとしては、上述のすべての説明変数を投入し切片とすべ

ての説明変数の傾きにランダム効果を導入したモデルにおいて、ランダム効果が認め

られた因子（所属、、睡眠の質および日本語能力）の傾きにランダム効果を導入したモ

デルを採用した。 

いずれの分析も、有意水準は、p＜0.05とした。本研究では、統計学的分析にSPSS 

version 22(IBM, NY, USA)およびSAS Version 9.4を用いた。 

 

3.7 倫理的配慮 

本調査は、北海道大学大学院医学研究科（現医学研究院）医の倫理委員会の承認を

得て実施した。また、質問票の最初に英語および日本語で調査の目的、回答所要時間、

回答の提出方法を明記し、対象者の情報の秘密保護について説明した。対象者が研究

についてさらに情報が必要なときに連絡できるよう連絡先や電話番号を記載した。 
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4 結果 

4.1 全留学生におけるうつ傾向とその関連因子-経済状況に着目して 

 

4.1.1 対象者の基本属性、日本への適応度、および生活習慣と経済状況との関連性 

本研究の対象となった留学生726人のうち、480人(66.1％)が回答した（因子別回

答者数：性別、年齢、居住形態n=472、国籍n=429、所属、日本語能力n=471、住居の

快適さn=467、日本在住年数n=473、1日の睡眠時間n=473、睡眠の質、運動習慣n=468、

飲酒n=469：表8）。なお、本研究対象者の国籍別分布は表A-1（Appendix Ⅱ）のとお

りであった。表8に示した通り、ほぼすべての因子（性別、年齢、国籍、居住形態、

所属。住居の快適さ、日本在住年数、日本語能力、睡眠の質、運動の有無、飲酒の有

無）が、奨学金あり群と奨学金なし群でみた経済状況と有意に関連していた。 

すなわち、解析対象者となった留学生全体では男性が約6割を占め、女性に比べ男

性に奨学金受給者が多かった。30 才未満の者は全体の 58.3％を占め、30 才以上に比

べて奨学金非受給者の割合が高かった。また、アジア諸国からの留学生が全体の

82.5％を占めていた。中国と韓国の留学生の約半数、およびその他アジア諸国とアジ

ア諸国以外の留学生の約9割は奨学金を受給していた。留学生の58.1％は一人暮らし

であった。これらの一人暮らしの者は、家族と同居している者あるいはその他の者に

比べて、奨学金を受給していない者の割合が高い傾向にあった。 

留学生全体における理系/医系と文系の比は約 2:1 で、後者に奨学金非受給者が多

かった。また、全体の24％は「住居の快適さ」を不満としており、満足している者に

比べ、奨学金を受給している者の割合が低かった（約70％対約55％）。 

日本への適応度の指標である「日本在住年数」においては、1 年未満と 5 年以上で

奨学金非受給者が多かった。また「日本語能力」高群は低群に比較して、奨学金を受

給していない者の割合が高かった。 

 また、生活習慣の指標としての「睡眠の質」「運動」、および「飲酒」の因子におい

て奨学金受給の有無で有意な差が確認された。すなわち、「睡眠の質」のわからない者、

「運動」しない者、「飲酒」する者において奨学金非受給者の割合が高い傾向を示した。 
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表8. 対象者の基本属性と日本への適応度、生活習慣(総数および奨学金の有無別)* 

項 目 総数 n=473 
奨学金 

p値 
あり n=318 なし n=155 

性別 男性 279 (59.1) 203 (72.8) 76 (27.2) 0.002 

女性 193 (40.9) 114 (59.1) 79 (40.9) 
 

年齢 30才未満 275 (58.3) 166 (60.4) 109 (39.6) <0.001 

30才以上 197 (41.7) 151 (76.6) 46 (23.4) 
 

国籍 中国 167 (38.9) 75 (44.9) 92 (54.1) <0.001 

韓国 59 (13.8) 30 (50.8) 29 (49.2) 
 

その他アジア諸国 128 (29.8) 

75 (17.5) 

112 (87.5) 16 (12.5) 
 

その他 69 (92.0) 6 ( 8.0) 
 

居住形態 一人暮らし 274 (58.1) 171 (62.4) 103 (37.6) 0.010 

家族と同居/その他 198 (41.9) 146 (73.7) 52 (26.3) 
 

所属 理系/医系 310 (65.8) 234 (75.5) 76 (24.5) <0.001 

文系 161 (34.2) 83 (51.6) 78 (48.4) 
 

住居の快適さ 満足 355 (76.0) 251 (70.4) 104 (29.6) 0.003 

不満 112 (24.0) 62 (55.4) 50 (45.6) 
 

日本への適応度         

日本在住年数 1年未満 46 ( 9.7) 25 (54.3) 21 (45.7) <0.001 

1-4年 314 (66.4) 230 (73.2) 84 (26.8) 
 

5年以上 113 (23.9) 63 (55.8) 50 (44.2) 
 

日本語能力 高群(12-16点）  232 (49.3) 133 (57.3) 99 (42.7) <0.001 

低群( 4-11点)  239 (50.7) 184 (77.0) 55 (23.0) 
 

生活習慣     

1日の睡眠時間 6時間未満 322 (69.8) 215 (66.8) 107 (33.2) 0.903 

6時間以上 139 (30.2) 92 (66.2) 47 (33.8) 
 

睡眠の質 良い 278 (59.4) 193 (69.4) 85 (30.6) 0.006 

悪い 93 (19.9) 68 (73.1) 25 (26.9) 
 

わからない 97 (20.7) 52 (53.6) 45 (46.4) 
 

運動 する 341 (72.9) 241 (70.7) 100 (29.3) 0.007 

しない 127 (27.1) 73 (57.5) 54 (42.5) 
 

飲酒 する 263 (56.1) 165 (62.7) 98 (37.3) 0.028 

しない 206 (43.9) 149 (72.3) 57 (27.7) 
 

*未回答を除く、表の数値はn(％)、χ2検定で検討した。  
調査対象者 726人、回答者 480人、回答率 66.1％  
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4.1.2 対象者の基本属性、日本への適応度、および生活習慣とうつ傾向との関連性 

単変量分析 

単変量分析の結果、表9に示すとおり、ほぼすべての因子（性別、年齢、国籍、居

住形態、所属、経済状況、住居の快適さ、日本在住年数、日本語能力、1 日の睡眠時

間、睡眠の質、運動の有無）がうつ傾向と有意に関連していた。 

回答者480人のうち、うつ傾向ありが43.4％[95％CI:36.7％-50.0％]であった。年

齢層別にみると、30才未満にうつ傾向の学生が多く見られた。また、国籍別では中国

の留学生にうつ傾向が多かった。居住形態では家族と同居している留学生と比較して

一人暮らしの留学生にうつ傾向の者が多かった。文系の留学生、奨学金を受給してい

ない留学生、また、住居の快適さに不満を抱いている留学生においてうつ傾向の割合

が高かった。 

 日本への適応度の指標である「日本在住年数」においては、うつ傾向あり群・なし

群ともに全体と同様1-4年が多かったが、うつ傾向あり群では5年以上の割合が比較

的高かった。「日本語能力」においては全体として高群と低群の比率は1：1であった

が、日本語能力の高い者ほどうつ傾向になりやすい性質があった。 

また、生活習慣の指標としての「1日の睡眠時間」「睡眠の質」「運動」「飲酒」にお 

いては、「飲酒」を除いて、すべての項目においてうつ傾向の有無で有意な差が確認さ

れた。すなわち、うつ傾向あり群では、「1日の睡眠時間」が6時間以上の者が若干多

く、「睡眠の質」の悪い者がうつ傾向なし群に比べて多かった。「運動」においては、

うつ傾向あり群で運動しない者がうつ傾向なし群に比べて多かった。 

  



 - 28 - 

 

表9．基本属性、日本への適応度および生活習慣とうつ傾向との関連性*-単変量分析 

項 目 総数n=477 
うつ傾向 

p値 
ありn=207 なしn=270 

性別 男性 276 (58.7) 100 (36.2) 176 (63.8) <0.001 

女性 194 (41.3) 105 (54.1) 89 (45.9) 
 

年齢 30才未満 276 (58.7) 131 (47.5) 145 (52.5) 0.045 

30才以上 194 (41.3) 74 (38.1) 120 (61.9) 
 

国籍 中国 167 (39.2) 86 (51.5) 81 (48.5) 0.020 

韓国 57 (13.4) 23 (40.4) 34 (59.6) 
 

その他アジア諸国 127 (29.8) 49 (38.6) 78 (61.4) 
 

その他 75 (17.6) 24 (32.0) 51 (68.0) 
 

居住形態 一人暮らし 274 (58.3) 134 (48.9) 140 (51.1) 0.009 

家族と同居/その他 196 (41.7) 72 (36.7) 124 (63.3) 
 

所属 理系/医系 316 (66.5) 116 (36.7) 200 (63.3) <0.001 

文系 159 (33.5) 90 (56.6) 69 (43.4) 
 

経済状況 奨学金あり 317 (67.4) 121 (38.2) 196 (61.8) <0.001 

奨学金なし 153 (32.6) 85 (55.6) 68 (44.4) 
 

住居の快適さ 満足 360 (76.4) 130 (36.1) 230 (63.9) <0.001 

不満 111 (23.6) 73 (65.8) 38 (34.2) 
 

日本への適応度         

日本在住年数 1 年未満 47 (10.0) 13 (27.7) 34 (72.3) 0.016 

1-4 年 311 (66.0) 134 (43.1) 177 (56.9) 
 

5 年以上 113 (24.0) 59 (52.2) 54 (47.8) 
 

日本語能力 高群(12-16点）  233 (49.1) 116 (49.8) 117 (50.2) 0.006 

低群( 4-11点)  242 (50.9) 90 (37.2) 152 (62.8) 
 

生活習慣              

1日の睡眠時間 6時間未満 325 (70.0) 132 (40.6) 193 (59.4) 0.037 

6時間以上 139 (30.0) 71 (51.1) 68 (48.9) 
 

睡眠の質 良い 280 (59.4) 90 (32.1) 190 (67.9) <0.001 

悪い 93 (19.8) 68 (73.1) 25 (26.9) 
 

わからない 98 (20.8) 46 (46.9) 52 (53.1) 
 

運動 する 346 (73.3) 132 (38.2) 214 (61.8) <0.001 

しない 126 (26.7) 74 (58.7) 52 (41.3) 
 

飲酒 する 265 (56.1) 115 (43.4) 150 (56.6) 0.902 

しない 207 (43.9) 91 (44.0) 116 (56.0) 
 

*未回答を除く、表の数値はn(％)、χ2検定で検討した。   
調査対象者 726人、回答者 480人、回答率 66.1％  
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多変量分析 

表 10 は、留学生のうつ傾向の有無について、χ2検定による単変量分析で関連の認

められた性別、年齢、経済状況、居住形態などの7つの因子と日本への適応度、生活

習慣に関連する6つの因子について、さらに多変量ロジスティック回帰分析を用いて

分析したものである。 

 多変量ロジスティック回帰分析において、13の因子のうち5つの因子が留学生のう

つ傾向と有意に関連していた。すなわち、うつ傾向は、住居の快適さに満足な人に比

べて不満な人で（調整オッズ比[95％CI]＝2.93 [1.64-5.21]）、日本在住年数が1年未

満の人に比べて 1 年以上 4 年未満（2.61[1.07-6.33]）および 5 年以上の人で

（2.84[1.01-7.98]）、1 日の睡眠時間が 6 時間未満の人に比べて 6 時間以上の人で

（1.69[1.01-2.83]）、睡眠の質が良い人に比べて悪い人で（6.91[3.64-13.1]）、運動

する人に比べてしない人で（1.86[1.08-3.19]）高いことが明らかとなった。 

しかしながら、本研究で着目した経済状況については、うつ傾向との有意な関連が

認められなかった(1.44[0.81-2.56]）。 
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表10. うつ傾向の有無に関連する因子-多変量ロジスティック回帰分析* 

項 目 
うつ傾向 

OR1) 95％CI AOR2) 95％CI 
ありn=207 なしn=270 

性別 男性 100 (36.2) 176 (63.8) Reference 
 

Reference 
 

 
女性 105 (54.1) 89 (45.9) 2.08 1.43-3.02 1.52 0.91-2.55 

年齢 30才未満 131 (47.5) 145 (52.5) Reference 
 

Reference 
 

 
30才以上 74 (38.1) 120 (61.9) 0.69 0.47-0.99 0.78 0.45-1.35 

国籍 中国 86 (51.5) 81 (48.5) Reference 
 

Reference 
 

 
韓国 23 (40.4) 34 (59.6) 0.64 0.35-1.17 0.79 0.36-1.72 

 
その他アジア諸国 49 (38.6) 78 (61.4) 0.59 0.37-0.95 1.05 0.54-2.04 

 
その他 24 (32.0) 51 (68.0) 0.44 0.25-0.79 0.77 0.35-1.70 

居住形態 一人暮らし 134 (48.9) 140 (51.1) Reference 
 

Reference 
 

 
家族と同居/その他 72 (36.7) 124 (63.3) 0.61 0.42-0.88 0.64 0.39-1.06 

所属 理系/医系 116 (36.7) 200 (63.3) Reference 
 

Reference 
 

 
文系 90 (56.6) 69 (43.4) 2.25 1.53-3.32 1.70 0.96-3.00 

経済状況 奨学金あり 121 (38.2) 196 (61.8) Reference 
 

Reference 
 

 
奨学金なし 85 (55.6) 68 (44.4) 2.03 1.37-2.99 1.44 0.81-2.56 

住居の 

快適さ 

満足 130 (36.1) 230 (63.9) Reference 
 

Reference 
 

不満 73 (65.8) 38 (34.2) 3.40 2.17-5.32 2.93 1.64-5.21 

日本への適応度             

日本在住 

年数 

1 年未満 13 (27.7) 34 (72.3) Reference 
 

Reference 
 

1-4 年 134 (43.1) 177 (56.9) 1.98 1.01-3.90 2.61 1.07-6.33 

5 年以上 59 (52.2) 54 (47.8) 2.86 1.37-5.98 2.84 1.01-7.98 

日本語能力 高群(12-16点) 116 (49.8) 117 (50.2) Reference 
 

Reference 
 

 
低群( 4-11点)  90 (37.2) 152 (62.8) 0.60 0.41-0.86 0.71 0.40-1.24 

生活習慣             

1日の睡眠 

時間 

6時間未満 132 (40.6) 193 (59.4) Reference 
 

Reference 
 

6時間以上 71 (51.1) 68 (48.9) 1.53 1.02-2.28 1.69 1.01-2.83 

睡眠の質 良い 90 (32.1) 190 (67.9) Reference 
 

Reference 
 

  悪い 68 (73.1) 25 (26.9) 5.74 3.41-9.68 6.91 3.64-13.1 

 
わからない 46 (46.9) 52 (53.1) 1.87 1.17-2.99 1.43 0.79-2.59 

運動 する 132 (38.2) 214 (61.8) Reference 
 

Reference 
 

 
しない 74 (58.7) 52 (41.3) 2.31 1.52-3.50 1.86 1.08-3.19 

飲酒 する 115 (43.4) 150 (56.6) Reference 
 

Reference 
 

 
しない 91 (44.0) 116 (56.0) 1.02 0.71-1.48 1.06 0.64-1.77 

*未回答を除く、表の数値はn(％)、95％CI:95％信頼区間。調整オッズ比は、多変量ロジスティッ ク回帰モデルによりすべての変数を調

整して算出された。1)オッズ比、2)調整オッズ比 
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4.2 留学生のうつ傾向関連因子の国籍別差異 

表11に示すとおり、本研究対象者の国籍とうつ傾向について単変量解析を行った

結果、国籍とうつ傾向との間に有意な差が見られた。うつ傾向ありの者は、中国の留

学生において51.5％[95％CI:40.9％-62.1％]、韓国の留学生では40.4％[20.4％

-60.4％]、その他アジア諸国の留学生では38.6％[24.9％-52.3％]、アジア諸国以外

の留学生は32.0％[13.4％-50.6％]であり、中国の留学生において高い傾向が認めら

れた。 

 

表11. 留学生の国籍とうつ傾向との関連性* 

項 目 総数 n=426 
うつ傾向 

p値 
あり n=182 なし n=244 

国籍 中国 167 (39.2) 86 (51.5) 81 (48.5) 0.020  

 
韓国 57 (13.4) 23 (40.4) 34 (59.6) 

 

 
その他アジア諸国 127 (29.8) 49 (38.6) 78 (61.4) 

 
  その他 75 (17.6) 24 (32.0) 51 (68.0)   

*未回答を除く、表の数値はn(％)、χ2検定で検討した。 

 

4.2.1 交互作用項を用いた多変量分析 

 北海道大学の留学生におけるうつ傾向の有無が国籍によって異なることから、うつ

傾向の関連因子に国籍別の差異があるかどうかについて交互作用項を用いて検討した

（表12-1および表12-2）。 

その結果、まず、留学生の国籍別のうつ傾向については、中国の留学生に比べてそ

の他アジア諸国の留学生で有意に低いことが示された（調整オッズ比[95％CI]＝

0.38[0.15-0.99]）。次に、うつ傾向の関連因子として、住居の快適さ、日本在住年数、

1 日の睡眠時間および運動の有無が認められた。すなわち、住居の快適さに満足な人

に比べて不満な人で（2.79[1.54-5.07]）、日本在住年数が1年未満の人に比べて1年

以上4年未満（3.23[1.30-8.03]）および5年以上の人で（3.66[1.28-10.45]）、1日

の睡眠時間が6時間未満の人に比べて6時間以上の人で（1.99[1.15-3.47]）、運動す

る人に比べてしない人で（2.02[1.16-3.53]）、うつ傾向が有意に高いことが明らかと

なった。 

これらの関連因子のうち、国籍との交互作用が有意であったものは認められなかっ

た。すなわち、国籍によってうつとの関連性に違いはなかった。しかし、留学生の所

属と睡眠の質の2因子が国籍と有意な交互作用があることが示された。つまり、中国

の理系・医系の留学生に比べてその他アジア諸国の文系の留学生で
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（10.75[2.24-51.74]）、また、中国の留学生で睡眠の質の良い人に比べてその他アジ

ア諸国の留学生で睡眠の質の悪い人では（7.27[1.61-32.89]）うつ傾向が有意に高か

った。 

所属および睡眠の質とうつ傾向との関連性における国籍による違いを図1-1、図1-2

により視覚的に検討した。所属によるうつ傾向の有病率の違いは、その他アジア諸国

の留学生では、中国、韓国、アジア諸国以外の留学生よりも顕著であった（図1-1）。

睡眠の質によるうつ傾向有病率は、いずれの国籍でも睡眠の質が悪いと回答した者で

高く、とりわけ、その他アジア諸国（77.4％)、アジア諸国以外の留学生（83.3％)で

高かった（図1-2）。しかし、中国や韓国の留学生では、睡眠の質を「わからない」と

回答した者におけるうつ傾向の割合も高かった。



 - 33 - 

 

表12-1. 留学生のうつ傾向の関連因子-国籍との交互作用項を含む 

-多変量ロジスティック回帰分析* 

項 目 

うつ傾向 

OR1) 95％CI AOR2) 95％CI 

あり n=207 なし n=270 

性別 男性 100 (36.2) 176 (63.8) Reference 
 

Reference 
 

女性 105 (54.1) 89 (45.9) 2.08 1.43-3.02 1.57  0.92-2.68 

年齢 30才未満 131 (47.5) 145 (52.5) Reference 
 

Reference 
 

30才以上 74 (38.1) 120 (61.9) 0.69 0.47-0.99 0.62  0.35-1.12 

国籍 中国 86 (51.5) 81 (48.5) Reference 
 

Reference 
 

韓国 23 (40.4) 34 (59.6) 0.64 0.35-1.17 0.31  0.08-1.21 

その他アジア諸国 49 (38.6) 78 (61.4) 0.59 0.37-0.95 0.38  0.15-0.99 

その他 24 (32.0) 51 (68.0) 0.44 0.25-0.79 0.45  0.15-1.33 

居住形態 一人暮らし 134 (48.9) 140 (51.1) Reference 
 

Reference 
 

家族と同居/その他 72 (36.7) 124 (63.3) 0.61 0.42-0.88 0.64  0.38-1.08 

所属 理系/医系 116 (36.7) 200 (63.3) Reference 
 

Reference 
 

文系 90 (56.6) 69 (43.4) 2.25 1.53-3.32 0.84  0.40-1.80 

経済状況 奨学金あり 121 (38.2) 196 (61.8) Reference 
 

Reference 
 

奨学金なし 85 (55.6) 68 (44.4) 2.03 1.37-2.99 1.17  0.65-2.10 

住居の 

快適さ 

満足 130 (36.1) 230 (63.9) Reference 
 

Reference 
 

不満 73 (65.8) 38 (34.2) 3.40 2.17-5.32 2.79  1.54-5.07 

日本への適応度              

日本在住年数 1 年未満 13 (27.7) 34 (72.3) Reference 
 

Reference 
 

1-4 年 134 (43.1) 177 (56.9) 1.98 1.01-3.90 3.23  1.30-8.03 

5 年以上 59 (52.2) 54 (47.8) 2.86 1.37-5.98 3.66  1.28-10.45 

日本語 

能力 

高群(12-16点) 116 (49.8) 117 (50.2) Reference 
 

Reference 
 

低群( 4-11点) 90 (37.2) 152 (62.8) 0.60 0.41-0.86 0.76  0.42-1.37 

*未回答を除く、表の数値はn(％)、95％CI:95％信頼区間。調整オッズ比は、多変量ロジスティック回帰モデルによりすべての変数を調 

整して算出された。1)オッズ比、2)調整オッズ比 
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表12-2. 留学生のうつ傾向の関連因子-国籍との交互作用項を含む-多変量ロジステ

ィック回帰分析* 

項 目 

うつ傾向 

OR1) 95％CI AOR2) 95％CI 

あり n=207 なし n=270 

生活習慣 

      1日の睡眠時間 6時間未満 132 (40.6) 193 (59.4) Reference 
 

Reference 
 

 
6時間以上 71 (51.1) 68 (48.9) 1.53 1.02-2.28 1.99  1.15-3.47 

睡眠の質 良い 90 (32.1) 190 (67.9) Reference 
 

Reference 
 

 
悪い 68 (73.1) 25 (26.9) 5.74 3.41-9.68 2.29  0.85-6.18 

 
わからない 46 (46.9) 52 (53.1) 1.87 1.17-2.99 1.54  0.65-3.63 

運動 する 132 (38.2) 214 (61.8) Reference 
 

Reference 
 

 
しない 74 (58.7) 52 (41.3) 2.31 1.52-3.50 2.02  1.16-3.53 

飲酒 する 115 (43.4) 150 (56.6) Reference 
 

Reference 
 

 
しない 91 (44.0) 116 (56.0) 1.02 0.71-1.48 1.13  0.66-1.92 

国籍＊所属 中国*理系/医系 37 (45.7) 44 (54.3)     Reference   

 
韓国*文系 11 (55.0) 9 (45.0) 

  
4.20  0.77-22.94 

 
その他アジア諸国*文系 12 (70.6) 5 (29.4) 

  
10.75  2.24-51.74 

 
その他*文系 7 (43.8) 9 (56.2) 

  
1.58  0.32-7.92 

国籍＊睡眠の質 中国*睡眠の質（良い） 44 (44.9) 54 (55.1) 
  

Reference 
 

 
韓国*睡眠の質(悪い） 9 (69.2) 4 (30.8) 

  
3.84  0.53-27.97 

 

その他アジア諸国*睡眠の質

（悪い） 
24 (77.4) 7 (22.6) 

  
7.27  1.61-32.89 

 
その他*睡眠の質（悪い） 10 (83.3) 2 (16.7) 

  
10.53  0.80-139.13 

 
韓国*睡眠の質（わからない） 6 (54.5) 5 (45.5) 

  
1.54  0.23-10.26 

 

その他アジア諸国*睡眠の質

（わからない） 
6 (30.0) 14 (70.0) 

  
0.60  0.13-2.82 

 

その他*睡眠の質（わからな

い） 
3 (27.3) 8 (63.7) 

  
0.51  0.07-3.69 

*未回答を除く、表の数値はn(％)、95％CI:95％信頼区間。調整オッズ比は、多変量ロジスティック回帰モデルによりすべての変数を調整して算

出された。1)オッズ比、2)調整オッズ比 
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図1-1. うつ傾向と所属との関係（国籍別：無調整） 
 

図1-2. うつ傾向と睡眠の質との関係（国籍別：無調整） 
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4.2.2 混合効果モデルを用いた分析 

 交互作用項を用いた多変量分析で、うつ傾向が留学生の特定の国籍と関連があるこ

とが明らかになったため、うつ傾向の関連因子と１つ１つの国籍との関連について分

析するために、国籍を1国1 ID として混合効果モデルを用いた分析を行った（表13）。

国籍によるうつ傾向の CES-D 得点の級内相関は 0.008 であり、CES-D 得点の分散の

0.8％が国籍により説明されることが示された。最終モデルは、ランダム効果を検討し

た結果、分散が正の因子のみを残した。 

モデルの推計結果から、所属、睡眠の質、日本語能力に国籍のランダム効果が示唆

され、うつ傾向の関連因子としては、性別、居住形態、経済状況、住居の快適さ、日

本在住年数、1 日の睡眠時間、睡眠の質および運動の有無が認められた。すなわち、

女性に比べて男性で（0.67[0.48-0.92]）、奨学金非受給者に比べて受給者で

（0.73[0.58-0.91]）、住居の快適さに不満な人に比べて満足な人で（0.35[0.20-0.61]）、

日本在住年数が5年以上の人に比べて1年未満の人で（0.31[0.11-0.86]）、1日の睡

眠時間が6時間以上の人に比べて6時間未満の人で(0.55[0.38-0.80])、運動しない人

に比べてする人で（0.54[0.37-0.77]）うつ傾向が低く、家族と同居している人に比べ

て一人暮らしの人で（1.54[1.02-2.32]）、睡眠の質がわからない人に比べて悪い人で

（5.87[2.06-16.72]）、うつ傾向が有意に高いことが明らかとなった。 
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表 13. 留学生のうつ傾向の関連因子-混合効果モデルを用いた分析  

固定効果    

  調整オッズ比(95％CI） 

切片    

性別(男性 vs. 女性) 男性 0.67 (0.48-0.92)** 

年齢(30才未満 vs. 30才以上) 30才未満 1.37 (0.94-1.99) 

居住形態(一人暮らし vs. 家族と同居/その他) 一人暮らし  1.54 (1.02-2.32)** 

所属(理系/医系 vs. 文系 ) 理系/医系 0.49 (0.17-1.42) 

経済状況(奨学金あり vs. 奨学金なし) 奨学金あり 0.73 (0.58-0.91)* 

住居の快適さ(満足 vs. 不満) 満足 0.35 (0.20-0.61)* 

日本在住年数(1-4年 vs. 5年以上) 1-4年 0.93 (0.61-1.44) 

日本在住年数(1年未満 vs. 5年以上） 1年未満 0.31 (0.11-0.86)** 

日本語能力(低群(4-11点) vs. 高群(12-16点)) 低群(4-11点)   0.74 (0.36-1.55) 

1日の睡眠時間(6時間未満 vs. 6時間以上) 6時間未満 0.55 (0.38-0.80)* 

睡眠の質(悪い vs. わからない) 悪い 5.87 (2.06-16.72)* 

睡眠の質(良い vs. わからない) 良い 0.72 (0.42-1.23) 

運動(する vs. しない) する 0.54 (0.37-0.77)* 

飲酒(する vs. しない) する 0.86 (0.63-1.18) 

ランダム効果  分散 標準誤差 

切片    

所属  0.182 0.211  

睡眠の質   0.089 0.185  

日本語能力  0.003 0.100  

*p<0.05,**p<0.01、95％CI:95％信頼区間    
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5 考察 

本研究の結果、調査対象となった留学生全体の43.4％（中国51.5％、韓国40.4％、

その他アジア諸国38.6％、アジア諸国以外の留学生32.0％）がうつ傾向にあることが

明らかとなった。 

また、うつ傾向の関連因子として、留学生のうつ傾向とその関連因子とくに経済状

況に着目して検討した研究では、住居の快適さ、日本在住年数、1 日の睡眠時間、睡

眠の質および運動習慣の有無が認められた。また、留学生の国籍によるうつ傾向関連

因子の差異について交互作用項を用いて検討した研究では、国籍、住居の快適さ、日

本在住年数、1 日の睡眠時間、運動習慣の有無が認められ、また、留学生の特定の国

籍では、留学生の所属と睡眠の質がうつ傾向の関連因子として示された。後者におい

て、留学生の国籍とうつ傾向の関連因子が大まかに関連していることが明らかになっ

たことから、国籍とうつ傾向との関連をさらに詳細に検討するため、混合効果モデル

を用いた最終分析を行った。その結果、所属、睡眠の質、日本語能力とうつ傾向の国

籍による違いが調整された上で、性別、居住形態、経済状況、住居の快適さ、日本在

住年数、1 日の睡眠時間、睡眠の質、および運動習慣の有無がうつ傾向関連因子であ

ることが明らかになった。 

留学生の住居とうつ傾向の関連性については、私が把握する限りでは先行研究は見

当たらない。しかし、カナダで一般住民を対象として行われた横断研究では、家を所

有していること、家の周辺環境を整備すること、および隣人が親しみやすいことが家

主の精神的健康と関連していると報告されている 96。本研究で、留学生が住居を快適

でないと感じる主な理由は、「学校から遠い」「居住空間や環境に不満がある」、および

「住居が狭い」であった（表 A-2：Appendix Ⅱ参照）。住環境の良し悪しは、その地

域全体の教育、他人とのつながりなどのソーシャルキャピタル、地域力など、その生

活環境全般とも関係しており、その全体がうつの発症に関連しているととらえること

ができる。しかし、悪い環境が先か、うつ傾向が先か、横断調査の結果から推測する

ことはできない。例えば、結核が貧困、そして住環境の変化をもたらし、その変化が

結核を誘発することは良く知られている 97。また、うつ傾向であるために、住居を快

適でないと感じる。すなわち、うつ傾向や悪い環境のどちらが先でもなく、同じもの

を評価している可能性も考えられる。本研究では住環境を表す客観的な指標について

は調査していなかった。今後、より詳細に検討するためには調査項目に居住環境や設

備などの客観的な指標を盛り込むことが必要である。 

1 日の睡眠時間については、日本の一般市民を対象とした調査において、1 日の睡

眠時間が少ない（6 時間未満）ことが男女ともに自覚ストレス、うつ症状と関連して

いるとの報告 98がある。また、日本の大学生を対象とした研究 99では、男性では有意

差がみられなかったものの女性では1日「5～6時間」「6～7時間」の睡眠時間をとっ
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ている者ほどCES-Dの得点が低く、「4時間未満」「8時間以上」の睡眠時間の者はCES-D

の得点が高かった。このことから、大学生の研究においては、女性は睡眠時間が多す

ぎても少なすぎてもCES-Dの得点が高いことが示唆された。これらの先行研究の睡眠

時間と区分が一致していないので必ずしも比較することはできないが、本研究におい

ては、1日の睡眠時間が6時間未満に比べ、6時間以上の留学生にうつ傾向が多く、上

述の一般市民を対象とした調査とは逆の結果であった。また、本研究では、より短い

睡眠時間（4 時間未満など）を問う選択肢は設けていなかったため、より短い睡眠時

間とうつとの関連性を検討することはできなかった。 

日本の大学生を対象とし、ピッツバーグ睡眠質問票（Pittsburgh Sleep Quality 

Index:PSQI)の合計得点と体力およびGeneral Health Quetionnaire 30(GHQ30)を用い

て測定した精神的健康度の相関関係を調べた研究では、男女とも睡眠状態が良くない

人ほど精神的にも健康でないことが明らかになった。また、女性では体力レベルが低

い人ほど、そして、不安や気分の変調が大きい人ほど睡眠習慣が悪かった 100。  

また、アジア、アフリカ、中南米などの大学生を対象に行った夜間の睡眠障害に関

する別の研究では、インドネシアの学生のうち32.9％が問題を抱えていることが明ら

かになった 101。さらに、本研究において睡眠の質によるうつ傾向有病率は、いずれの

国籍でも睡眠の質が悪いと回答した者で高く、とりわけ、その他アジア諸国 77.4％、

アジア諸国以外の留学生83.3％と高かった（図1-2）。睡眠の質と不眠はうつの重要な

症状の一つであるが、それらがうつの原因になることも報告されており 102、因果の言

及には慎重になるべきである。また、睡眠の質は主観的評価であるため、住居の快適

さと同様に、うつ傾向があるために、睡眠の質が悪いと感じる。すなわち、うつ傾向

や睡眠の質のどちらが先でもなく、同じものを評価している可能性が考えられる。 

別の研究では、青年期における運動が、慢性的なストレス反応を低減させ、精神保

健の保持増進に寄与していることが明らかにされている 103。中国の青少年を対象とし

た研究では、運動・スポーツをする時間が減少し、青少年の発育発達に悪影響が及ん

でいるという報告がある 104。また、別の研究では、中国の大学生の65.7％が運動不足

であると感じており、普段よく運動するという大学生は19.1％に過ぎないとの報告も

ある 105。また、うつ傾向と運動の関係においても、住環境および睡眠と同様に因果の

逆転の可能性を考慮する必要がある。 

うつ傾向と所属との関連に関する先行研究においても、文系の留学生は理系に比べ

てSDSの得点が有意に高く（合計点および下位尺度において）、かつ認知的因子（不満

足、空虚、希望のなさ、不決断、自己過小評価、混乱など）も有意に高いことが報告

されている 81。日本の大学では、理系の学生は、指導教員の研究室で実施している研

究テーマを共同で、あるいはその一部を選ぶ傾向にあり、研究を進める際も密接な関

係を保つ傾向がある。したがって、理系の学生は文系の学生に比べ、指導教員との研
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究交流がより頻繁で、より密接に研究を進めることが多い 106。それに対し、文系の学

生は指導教員の研究テーマと異なる課題を選び、独立して研究を進める傾向があるた

め、周囲との関係性が薄れ、孤立する可能性が高くなる。そのことがうつ傾向を誘発

させることも否定できない。また文系の学生は、指導教員や他の学生たちとの人間関

係が希薄なため、彼らのうつ傾向の前兆は全く気付かれないか、気付かれても遅れる

ことが考えられる。したがって、日本の大学では、指導教員や留学生センターなどは、

留学生の日常的な学習態度や参加意欲などに留意しつつ、彼らの精神的健康にも配慮

することが重要であると考える。また慣れない異文化の中において精神的健康を維持

しつつ、勉学に取りくむための環境作りには、同じ教室の留学生や日本人学生ピアな

どの協力も不可欠であり 19,107、よりきめ細かな対応が求められる。 

私が把握する限りでは、留学生の在住年数とうつ傾向に関する先行研究はなかった。

しかしながら、カナダに居住している移民を対象とした縦断研究 108では、カナダに2

年から20年居住している人は20年以上居住している人に比較して、中等度以上の精

神疾患を訴える人が多かった。また、スウェーデンにおける移民を対象にした横断研

究 109でも、スウェーデンに 15 年未満居住している人は 15 年以上居住者に比較して、

健康状態が悪いと訴える傾向にあった。これらの結果の背景は明確でないが、潜在的

なメカニズムとして、母国との社会的ネットワークの断絶や受入国における差別や疎

外が示唆されている 109。移民を対象とした上述の先行研究と本研究を比較することは

適当ではないかもしれないが、本研究では留学生の在住年数が長くなるにつれ、うつ

傾向を訴える者が多く、異なる結果であった。 

留学生においては、日本に適応するための 2～3 年目、学位論文執筆などの 4 年目

など、異なる留学期間で移民とは異なるストレス要因に対処しなければならないと考

えられる。 

大橋 110は、留学生のストレス要因である日本人との人間関係（親しいコミュニケー

ション）について、滞在期間が1年未満の者と5年以上の者について比較し、人間関

係を阻害する因子である「思考様式」「外国人であること」「価値観」は滞在期間が長

くなっても、これらの因子が上位に位置し、むしろ滞在期間が長くなれば長くなるほ

どその障害度が高くなることを明らかにした。このことから、本研究におけるうつ傾

向と日本在住年数との関係は日本の文化や習慣の特徴的な側面を説明しているのかも

しれない。留学生は日本や日本の大学に長期に滞在することにより、日本の社会へ統

合されることに関して大きなプレッシャーを感じており、それがうつを引き起こす原

因となっている可能性がある 81。日本が長い間、移民を引き受けない閉じた社会で、

多くの異民族からなる欧州や米国とは違う歴史的・文化的背景などが形成されたため

に、現在でも留学生らの異国人の日本への適応を妨げているのかもしれない。この点

は今後増加することが予想される留学生の対応に対して、極めて重要なことであると
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考えられるので、日本への適応度に関する設問に文化的要素を加味するなどさらなる

検証が必要である。 

また、先行研究において、私費留学生は国費留学生に比べてSDSの得点が有意に高

いとの報告があり、経済的状況が留学生の健康状態に影響を与えていることを示唆し

ている 81。北海道大学で 2008 年に行った調査の結果によると、1 か月の生活費が 11

万円未満である割合は、国費留学生35.1％、外国政府奨学金留学生59.3％、および私

費留学生 81.3％80で、私費留学生の生活費は他の奨学金受給者と比較して、少ないこ

とが推測される。さらに、東京大学と京都大学に在籍している留学生を対象として留

学生の医療機関への受診状況を分析した研究 82-84では、私費留学生の受診率が国費留

学生に比べて低いにも関わらず、請求する医療費が国費留学生よりも高い傾向を示し

た。この理由として、私費留学生は症状がかなり重くなってから受診するために医療

費が高くなったのではないかと考えられる。また、留学生ではないが、現地の大学生

を対象とした先行研究 37,49においても、家族の収入や経済的困難などが現地の大学生

のうつ傾向と関連していることが示唆されている。 

性別については、うつは一般には女性に多く見られることが知られている 17。また、

日本の一般市民を対象とした調査において、うつ症状ありの割合は男性では 5.9％、

女性では 8.5％であるとの報告がある 98。さらに、日本の大学生を対象とした研究 31

では、男性に比べ女性で、CES-D得点16点以上（うつ傾向あり）の割合を示す者が多

いことが報告されている。 

居住形態とうつ傾向との関連については、日本の大学の新入生を対象とした研究に

おいて、家族と同居していないことが精神保健に関するサービスのニーズや、過去の

精神科外来などの受診歴と関連があることが明らかになった。その理由として、大学

進学に伴う生活環境の大きな変化やソーシャル・サポートの減少が考えられる 34。ま

た、韓国の現地学生を対象とした研究 49では、アパートなどで一人暮らしをしている

ことがうつ傾向と関連しているとの報告がある。本研究においても家族と同居してい

る者に比べ、一人暮らしの者にうつ傾向が多く認められることから、大学内外でのネ

ットワーク作りを大学として支援することが重要である、と私は考える。 

筑波大学保健管理センターで行われた留学生のストレスに対する受診動向調査 12で

は、学生寮・研究室での習慣などの異文化ストレスが15％であったと報告されている。

同研究によると、一般的には留学生は滞在期間が長くなり、日本語能力が高くなると

より適応が進みメンタルヘルスが良好になると推測されるが、他方で滞在期間が長く

日本語能力が向上してもストレスはむしろ高くなるとの報告もある 81。これは、言語

的な問題を乗り越えることによって、かえって文化の違いを実感するためとも考えら

れる 12。本研究の結果のみから、日本語能力が高い者、または低い者のどちらがうつ

傾向と関連しているか判断することはできないが、日本語能力の低い者に対しては、
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日本語以外での情報提供を拡充するなど具体的な対策を検討する必要がある。 

最後に、留学生に対する大学の方針や環境、計画、支援システムと政府の戦略を統

合的に行う必要がある。留学生の数と質を担保することは、日本人学生の勉強意欲や

士気向上、多文化交流などの促進を含むグローバル化への対応、およびバイリンガル・

キャンパスの構築などにもつながるもので、日本人学生や大学全体の視点からも多面

的に捉えなければならない重要な問題である。よって留学生の入学後の健康関連も含

めた生活と学習環境にも配慮した、長期的なビジョンをもった総合的な留学生戦略を

再構築するこが不可欠である、と私は考える。また、留学生の出身校などと連携し、

彼らの健康データを交換して、一元的なデータ管理による健康管理システムの構築な

ども検討しなければならない。いずれにせよ、近い将来増加するであろう留学生の健

康管理を、留学生受け入れ態勢の中にメインストリーミング化する必要がある。そう

することによって、留学生の研究・教育環境が改善され、彼らの満足度も上がり、留

学生としての本来の学業に専念できるようになるであろう。本研究の結果が、地理的・

経済的に異なる環境に置かれている日本の他大学に直接応用できるかどうかは不明で

あるが、その研究の成果を検証することの意義は極めて大きいと考える。 

 

6 先行研究と本研究結果との比較 

考察のまとめとして、本研究の結果である北海道大学の留学生におけるうつ傾向の

有病率と第一章において文献レビューを行った日本、中国および韓国における大学生

の「うつ傾向」について以下に比較を行った。この比較検討は調査年次や対象、測定

尺度などが調査間で異なるため簡単ではないが、その中で本研究の対象である大学生

と、うつ尺度として用いたCES-Dなど、ほぼ同一の条件を満たした研究に限定してデ

ータの比較を試みた（表14）。なお、本学における日本の大学生、日本における本学

以外の留学生および韓国における大学生のデータは、私が把握する限りでは見つから

なかった。 

私が実施した今回の調査結果では留学生全体の「うつ傾向」の有病率は43.4％（男

性36.2％、女性54.1％）、中国51.5％、韓国40.4％、その他アジア諸国38.6％、ア

ジア諸国以外の留学生32.0％であった。これに対し、米国に留学している韓国の大学

生の「うつ傾向」の有病率は45.0％9で、中国・香港・インド・韓国・台湾出身の大

学生では30.0％だった 40。さらに、留学生に関する調査ではないが、日本の大学生の

「うつ傾向」の有病率は63.4％(男性57.2％、女性67.1％)31、中国（北京）の大学生

では24.6％(男性26.8％、女性22.1％)で、中国（北京）のサンプルでは男性の有病

率が女性に比してやや高い傾向が見られた 39。 
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表14．CES-Dを用いた大学生の「うつ傾向」の有病率の比較 

調査 

実施国 
対象者 

調査

年 

対象

者数 

対象 

学年等 

うつ傾向の有病率(％) 

引用文献 

総数 男性 女性 

日本 留学生（北大） 2007 480 全学年 43.4  36.2  54.1  - 

米国 留学生(韓国） 2013 114 全学年 45.0  - - 

Lee, E-J., 

Chan, F. et 

al.20139 

米国 

留学生(中国・香

港・インド・韓国・

台湾） 

2008 354 全学年 30.0  - - 

Wei, M., Ku, 

T-Y. et 

al.200840 

日本 現地の大学生 2013 443 新入生 63.4  57.2  67.1  
峯岸, 上原

他.201331 

中国 現地の大学生 2008 961 新入生 24.6  26.8  22.1  

Song, Y., 

Huang, Y. et 

al.200839 

 

これらのデータをレビューする限り、本研究の留学生全体の「うつ傾向」は米国の

中国・香港・インド・韓国・台湾出身の留学生や中国（北京）の大学生より高く、日

本の大学生より低い傾向が見られた。米国の韓国留学生とはほぼ同程度で、大きな違

いは認められなかった。一方、北海道大学の中国の留学生の「うつ傾向」の有病率は

これらに比較してとくに高いことから、中国と日本の文化背景の違いなどがその理由

として考えられるが、他の要素も勘案して、今後さらなる検討が必要である。 

本研究で用いたCES-Dは、思春期や青年期のうつ病を過大評価するという報告 111

もある。しかしながら、本研究は留学生のうつ傾向を早期に発見し、対応するという

目的であるので、スクリーニング用としてのCES-Dは有用であると考えられる。うつ

傾向が認められる4割の留学生については過大評価している可能性もあるが、保健セ

ンターが行っている入学時の精神保健スクリーニングのデータを参照するなど、今後

保健センターとの連携を強化し、現実的な対応を行うことが求められる。 

 

7 本研究の限界 

本研究の回答率は約66％であったが、無回答者の基本属性などを把握することがで

きなかったため、対象者のうち既にうつに罹患しているなどの理由で回答しなかった

者がどのくらいの割合いるのかが不明であった。したがって、うつ傾向の有病率の評
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価には慎重にならなければならない。 

また、本研究では和英表記の自記式質問票を用いるにあたり、事前にアジア圏、ヨ

ーロッパ圏、米国、アフリカ圏の留学生に対してプレテストを行ったものの、自己申

告による回答へのバイアスがあることが考えられる。とくに、うつの尺度として用い

たCES-Dにおいて、英語を母国語としない留学生が回答した場合、意味の取り違えが

起こり、回答に影響が生じた可能性がある。 

さらに、横断調査であるため、うつ傾向が住環境の悪化や睡眠の質の悪さ、運動不

足を引き起こす可能性と、逆にこれらがうつ傾向を引き起こす可能性の双方が考えら

れる。また、住居の快適さと睡眠の質は主観的指標であるため、うつ傾向があるため

に、住居を快適でないと感じる、あるいは、睡眠の質が悪いと感じる。すなわち、う

つ傾向や住環境の悪さ、睡眠の質の悪さのどちらが先でもなく、同じものを評価して

いる可能性が考えられるため、その解釈には注意すべきである。 

 

8 本研究結果に基づく提案 

本研究の結果、調査対象となった留学生のうつ傾向の有病率は留学生全体で43.4％

（中国51.5％、韓国40.4％、その他アジア諸国38.6％、アジア諸国以外32.0％）と

いう結果になった。また、留学生のうつ傾向に関連する因子として、性別、居住形態、

経済状況、住居の快適さ、日本在住年数、1日の睡眠時間、睡眠の質、運動習慣の有

無が、また、所属、睡眠の質、日本語能力とうつ傾向の国籍による違いが明らかにな

った。具体的には、留学生のうつ傾向は、男性に比べて女性、家族と同居している人

に比べて一人暮らしの人、奨学金を受給している人に比べて受給していない人、住居

の快適さに満足している人に比べて不満がある人、日本在住年数が短い人に比べて長

い人、1日の睡眠時間が短い人に比べて長い人、睡眠の質が良い人に比べて悪い人、

運動習慣のある人に比べてない人で、うつ傾向が高かった。 

北海道大学では現在、これらの全てに対応可能であるとは言い難く、留学生の精神

保健の維持・向上のために、さらなる対策が必要である。 

北海道大学のキャンパス内で、留学生の精神保健の維持・向上に重要な役割を果た

すのは、「保健センター」と「国際連携機構」および留学生一人ひとりの「指導教員（所

属部局）」の三者である。 

保健センターは現在 112,113、1)精神保健相談（主として日本人・日本語が理解できる

留学生対象） 2)Patient Health Questionnaire(PHQ)を用いた留学生を対象とした入

学時の精神保健スクリーニングの実施、基礎データの構築 3)英語で対応可能な病院の

適宜紹介（個別対応） 4)ウェブサイトの英文化や英語による情報提供 5)「心のケア」

の対応マニュアル作成、学部1・2年生のクラス担任への配布などを行っている。しか

しながら、個別のニーズに対応したきめ細かな対応が十分に実施できているとは必ず
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しも言えない。そこで、本調査の結果も踏まえ、保健センターの視点から以下の提案

を行う（図2）。 

1) 入学時に実施している精神保健スクリーニングの結果を日本人学生と留学生に分

けて分析、個人を特定しない形での公表 

2) 留学生の精神相談がどのような形で行われるか紹介先も含めた情報公開 

3) 睡眠の問題を抱える学生に対する心のケア 

4) 英語で対応可能な病院の紹介（個別対応ではなく、ウェブサイトに掲載させるな

どシステマティックに） 

 留学生のうつ傾向に対応するためには、保健センターが積極的に役割を担うことが

必要である。 

また、国際連携機構においても現在 114,115、1)精神衛生相談、 2)学生対象のテーマ

（異文化理解・喪失など）を定めたグループワークや予防教育的な（うつの症状・冬

季うつ病など）ワークショップの実施、 3)教職員向けコンサルテーション・セミナー

の実施（トラブル対応・研修講師・部局におけるFD研修講師など） 4)日本の保健シ

ステムの紹介（オリエンテーション・留学生対象ハンドブック）、 5)医療通訳ボラン

ティアの紹介（ウェブサイトまたは個別対応）、 6)ピア・サポート（サポート・デス

ク）などを実施している。 

国際連携機構は保健センターと指導教員との連携強化に重要な任務を負っている。

それをさらに強化するために以下のようなことが提案できる（図2）。 

1) 睡眠の問題を含むリスクを抱えていると考えられる学生に対して心のケアの実施 

2) 留学生の家族を含む留学生に対する精神保健に関する心理教育情報の提供（うつ

の症状・冬季うつ病・睡眠・運動習慣とうつとの関連およびそれらの重要性など） 

3) 大学内外の運動施設の利用促進（大学内の施設に加え、大学外の施設についても

情報提供を行う必要がある） 

4) 大学の近くにある快適な住居の紹介（表A-2：Appendix Ⅱ参照：北海道大学生協

などと協力） 

5) 奨学金の支給拡大を含めた経済的支援の拡充 

6) 社会参加（地元の行事への参加）を推奨し、大学外でのネットワークづくりの促

進 

 さらに、指導教員（所属部局）が現在行っている取り組みとしては1)留学生相談室

の設置（数部局）、 2)部局主催の精神保健に関するFD研修の実施 114などがあるが、

さらに以下の取り組みを提案したい（図2）。 

1) 留学生を対象とした相談室の増設 

2) 教員を主対象としていたFD研修の職員への拡大と、関係教職員の参加の義務化 

3) 「心のケア」の対応マニュアルに基づき、指導学生の状況の日常的な把握と、定
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期面談の実施 

 

 以上、三者はそれぞれの役割を積極的に推進し、留学生の国籍に配慮しつつ、協力・

連携することによって、留学生の精神保健の維持・向上に大いに貢献できると私は考

える。 
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図 2．本研究結果に基づく三者の効果的な役割分担モデル（追加する提案（赤字）） 
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第三章 おわりに 

 

本研究は、うつ傾向を指標として北海道大学の留学生における精神保健およびその

関連因子について経済状況と国籍に焦点を当てて検討することを目的とした。 

調査は、2007年に北海道大学に在籍する留学生726人を対象に自記式質問紙により

行った。本調査の結果を基本属性、日本への適応度（日本在住年数、日本語能力）、生

活習慣、住環境に関する因子とうつ傾向の関連をχ2検定および多変量ロジスティック

回帰分析を用いて解析した。国籍との関連においては、前述の単変量分析でうつ傾向

と関連が認められた因子などとそれぞれの因子と国籍を掛け合わせた2次の交互作用

項を加えて、多変量ロジスティック回帰分析を行った。さらに1つ1つの国籍をラン

ダム変数とした混合効果分析を実施した。 

その結果、以下の知見が得られた。 

1. 北海道大学の留学生のうつ傾向の有病率は、全体で43.4％（中国51.5％、韓

国40.4％、その他アジア諸国38.6％、アジア諸国以外の留学生32.0％）であ

った。これは、米国の中国・香港・インド・韓国・台湾出身の留学生より高く、

日本の大学生より低いが、米国の韓国留学生とはほぼ同程度であった。また、

うつ傾向の関連因子と国籍との関連も大まかに把握した。 

2. 留学生のうつ傾向の関連因子は、性別、居住形態、経済状況、住居の快適さ、

日本在住年数、1日の睡眠時間、睡眠の質、運動習慣の有無が、また、所属、

睡眠の質、日本語能力とうつ傾向の国籍による違いが明らかになった。これら

の結果は、先行の横断研究の結果と部分的に一致していたが、横断調査による

データの解釈、つまり因果関係の言及には慎重になるべきである。 

研究の限界として、横断調査の特性に加え、無回答者の基本属性などを把握するこ

とができなかったことが挙げられる。また、本研究では英語を母国語としない留学生

に対して和英表記の自記式質問票を用いたため、CES-D の理解度が回答に影響を与え

た可能性がある。 

これらの限界を考慮して、本研究から得られた知見に基づき、北海道大学の留学生

の精神保健の管理・維持・向上につなげるための１つのモデルを提案した。移動の多

い留学生を長期に追跡することは困難であるが、国際連携機構および国際部の業務に

携わる者として、これらの結果を、保健センター、国際連携機構、および留学生の指

導教員の三者の連携強化を図るための基礎資料として有効活用し、本学でスーパーグ

ローバル事業などの実施によって今後急増することが予想される留学生の精神保健の

管理・維持・向上に貢献していきたいと考えている。  
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AppendixⅡ  

 

表A-1. 留学生の国籍別分布(2007年11月現在）  

項 目   総数 n=429(％) 

 中国  167 (38.9) 

 韓国  59 (13.8) 

その他アジア諸国 インドネシア 22 ( 5.1) 

 台湾  20 ( 4.7) 

 バングラデシュ 17 ( 4.0) 

 マレーシア 16 ( 3.7) 

 フィリピン 10 ( 2.3) 

 ネパール  9 ( 2.1) 

 インド、タイ、パキスタン 各国6 ( 1.4) 

 スリランカ、ミャンマー 各国4 ( 0.9) 

 カンボジア、ベトナム 各国2 ( 0.5) 

 シンガポール、ブータン、ブルネイ、モ

ンゴル 

各国1 ( 0.2) 

その他（アジア諸国

以外） 

エジプト、ブラジル 各国7 ( 1.6) 

 イラン、ロシア 各国6 ( 1.4) 

 ナイジェリア 4 ( 0.9) 

 イギリス  3 ( 0.7) 

 ウガンダ、ケニア、コロンビア、ジャマ

イカ、スペイン、ドイツ、チェコ、チリ、

ポーランド、メキシコ 

各国2 ( 0.5) 

   

 アメリカ合衆国、イスラエル、ウルグア

イ、エチオピア、オーストラリア、ガー

ナ、カザフスタン、コスタリカ、ザンビ

ア、シリア、ドミニカ共和国、トルコ、

パナマ、パラグアイ、ハンガリー、ブル

ガリア、ベネズエラ、ボリビア、ポルト

ガル、ヨルダン、ルーマニア、レバノン 

各国1 ( 0.2) 



- 74 - 

 

 

表 A-2. 「現在の住居は過ごしやすい」に「いいえ」と答えた人のその理由（複

数回答） 

項  目 総数 n=119 

学校から遠い 35 (29.4) 

居住空間・環境に不満（古い・寒い・暑い・うるさい・便宜

が悪い） 

30 (25.2) 

住居が狭い 27 (22.7) 

家賃が高すぎる 11 ( 9.2) 

交通機関が利用しにくい 5 ( 4.2) 

交通費が非常にかかる 4 ( 3.4) 

隣人が無愛想・不親切 4 ( 3.4) 

その他 3 ( 2.5) 

*表の数値は n(％) 
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表 A-3. わが国のうつ病エピソードの生涯有病数（率）、2002-2005 年* 

項目 
総数 

n=4,134(％) 
男性 

n=1,871(％) 
女性 

n=2,263(％) 

軽度うつ病エピソード(F32.0)  55 (1.3) 16 (0.9) 39 (1.7) 

中等度うつ病エピソード(F32.1） 108 (2.6) 25 (1.3) 83 (3.7) 

精神病症状を伴わない重症うつ病エ
ピソード/精神病症状を伴う重症うつ
病エピソード（F32.2/F32.3） 

111 (2.7) 28 (1.5) 83 (3.7) 

その他のうつ病エピソード（F32.8） 0  0  0  

うつ病エピソード詳細不明（F32.9） 0  0  0  

*WHO が推進する国際的な精神・行動障害の疫学共同研究 WMH の一環として、わが国において
2002 年から 2005 年に 5,000 人規模で初めて実施された面接調査のデータで、International 
Statistical Classification of Disease and Related Health Promlems 10th Revision(ICD-10)
診断による主要な精神障害の生涯有病率（性別）より、気分（感情）障害のうつ病エピソード
に関するデータを抜き出したもの。第 2 回目調査（2013-2015 年度実施）116の結果については、
未発表 
出典：立森 25（2007）の表 8 を一部修正 
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表 A-4. DSM-Ⅴ*1による大うつ病性エピソードの診断項目 

項目 

必須症状*2 
抑うつ気分 

興味・喜びの喪失 

その他の症状 

体重減少・増加または食欲減退・増加 

睡眠障害（不眠または睡眠過多） 

精神運動性の焦燥または制止 

易疲労性または気力の減退 

無価値観または不適切な罪責感 

思考力・集中力の減退、決断困難 

希死念慮 

*1 Diagnostic and Statistical Manual of Mental Disorders,     
   5th Edition 
*2「抑うつ気分」または「興味・喜びの喪失」は大うつ病性障害 
  と診断するための必須症状 
出典：American Psychiatric Association, 2014117より作成  
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表 A-5．心療内科・精神科専門施設を受診した軽症うつ病（n=44）と中等度 

以上うつ病（n=45）での、大うつ病性エピソード項目別出現率(％)の比較*1 

項目 
軽症 
n(％) 

中等度以上 
n(％) 

必須症状*2 
抑うつ気分 22 (50.0)‡ 39 (86.7) 

興味・喜びの喪失 40 (90.9) 44 (97.8) 

その他の症状 

体重減少・増加または食欲減退・増加 11 (25.0)‡ 31 (68.9) 

睡眠障害（不眠または睡眠過多） 27 (61.4)‡ 41 (91.1) 

精神運動性の焦燥または制止 28 (63.6)‡ 43 (95.6) 

易疲労性または気力の減退 42 (95.5) 44 (97.8) 

無価値観または不適切な罪責感 16 (36.4)‡ 36 (82.2) 

思考力・集中力の減退、決断困難 33 (75.0)† 41 (93.3) 

希死念慮  7 (15.9)‡ 28 (62.2) 

†p<0.05  ‡p<0.01 
*1 2001 年 3 月～2002 年 12 月に、日本の心療内科・精神科専門施設において、DSM-Ⅳ

に基づいた、うつ状態を呈していた初診患者 116 人を対象に行った調査の結果 
*2「抑うつ気分」または「興味・喜びの喪失」は大うつ病性障害と診断するための 

必須症状 
出典：熊野（2005）表１118修正 
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AppendixⅢ うつの分類 

 

1．ICD-10 

ICD-10(WHO国際疾病分類第10版)によると、精神疾患関連は第5章で「精神及び行

動の障害」（Fコード）として分類されている。うつはその中で、「気分（感情）障害

（F30-F39：大項目）」の下でうつ病エピソード（病相）（F32：中項目）とされている。

うつ病エピソードはさらに、軽度うつ病エピソード(F32.0)と中等度うつ病エピソード

(F32.1)、精神病症状を伴わない重症うつ病エピソード(F32.2)、精神病症状を伴う重

症うつ病エピソード(F32.3)、その他のうつ病エピソード(F32.8)、うつ病エピソード

詳細不明(F32.9)の6つに分類されている。 

なお、2018年からの施行が予定されているInternational Statistical 

Classification of Disease and Related Health Promlems 11th Revision(ICD-11:WHO

国際疾病分類第11版)では、新たな取り組みとして、単に病名コードの導入にとどま

らず、内容（疾病概念）を含めた情報体系の整備や、電子環境での活用を前提とした

構造（目的の視点に合わせた再分類化を可能とする）とすることが、WHOから提示さ

れている。 

 

（参考資料）わが国のうつ病エピソードの生涯有病数（率）、2002-2005年(Appendix

Ⅱ:表A-3参照) 
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2. DSM-Ⅴ 

 DSM-Ⅴ（米国精神医学会精神疾患の診断・統計マニュアル）によると、大うつ病性

エピソードは、表A-4の5つ（またはそれ以上）が1日の大部分、ほとんど毎日、少

なくとも2週間続いて存在し、病前の機能から変化を起こしていること、これらの症

状のうち少なくとも１つは必須症状である(1)抑うつ気分、または、(2)興味または喜

びの喪失であることから診断される(AppendixⅡ:表A-4参照)。 

 

（参考資料）心療内科・精神科専門施設を受診した軽症うつ病（n=44）と中等度以上

うつ病（n=45）での、大うつ病性エピソード項目別出現率(％)の比較 

(AppendixⅡ:表A-5参照) 

 


